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はじめに 
 
平成２７年度原子爆弾被爆者実態調査は、昭和２０年８月広島・長崎に投下された原子爆弾による被

爆者の生活、健康等の現状を総合的に把握するとともに、被爆体験などを後世に語り継ぐことを目的と

して実施したものである。 
この調査は、生存者に関する調査及び被爆体験に関する調査で構成されるが、本調査報告はこのうち

生存者に関する調査結果について取りまとめたものである。 
生存者に関する実態調査としては、昭和４０年度、昭和５０年度、昭和６０年度、平成７年度及び平

成１７年度の調査に引き続くものである。 
本調査報告の取りまとめにあたっては、生存被爆者の生活、健康面の項目ごとに回答の集計結果を示

すとともに、必要に応じては過去の実態調査及び国勢調査等との比較を行った。しかしながら、これら

の比較は、それぞれの調査方法や対象集団の構成の違いなどから必ずしも厳密なものではないため、参

考として理解すべきものであることに留意する必要がある。 
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第１章 調査の概要 

１. 調査の目的 

被爆者（原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づき、被爆者健康手帳の交付を受けている者をいう。

以下同じ。）の生活、健康等の現状などを把握することを目的とする。 

 

２. 調査の種類及び対象者 

国内調査 （１）

国内に居住している被爆者（平成２７年９月１日現在）のうち、抽出率３０％で無作為に抽出した者とする。 

国外調査 （２）

国外に居住している被爆者及び平成２７年度在外被爆者支援事業実施要綱３の（２）の①のオに基づく被爆

時状況確認証の交付を受けている者（以下「被爆時状況確認証交付者」という。）とする（いずれも平成２７年

９月１日現在）。 

 

３. 調査基準日 

平成２７年１１月１日（日）とする。 

 

４. 調査の内容 

国内調査 （１）

第４章 参考資料 ４．（１）の調査票（国内用）のとおりとする。 

国外調査 （２）

第４章 参考資料 ４．（２）の調査票（国外用）及び（３）の調査票（南米用）のとおりとする。 

 

５. 調査機関 

厚生労働省が各都道府県知事並びに広島市長及び長崎市長に委託し、それぞれの原爆被爆者対策主管部（局）

（以下「主管部（局）」という。）が調査票の送付及び回収を行う。 

 

６. 調査方法 

主管部（局）が調査対象者に調査票を郵送する。調査対象者がこれに記入して主管部（局）に返送し、主管部

（局）が厚生労働省（健康局総務課）に提出する。  
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７. 調査の実施状況 

国内調査 （１）

無作為抽出による調査対象者53,049人のうち死亡、海外滞在等の長期不在及び所在不明の事実が判明したも

のを除いた被爆者52,823人に対し「原子爆弾被爆者実態調査 調査票」を郵送して調査を実施した。回答のあ

った被爆者は38,653人であり、回収率は73.2％であった。 

 
国外調査 （２）

国外に居住している、平成２７年９月１日現在の被爆者及び被爆時状況確認証交付者3,426人のうち死亡、

海外滞在等の長期不在及び所在不明の事実が判明したものを除いた被爆者3,406人に対し「原子爆弾被爆者実

態調査 調査票」を郵送して調査を実施した。回答のあった被爆者は 2,758 人（被爆時状況確認証交付者は 0

人）であり、回収率は81.0％であった。 

 

 

以下の報告は、調査に回答のあった国内調査38,653人、国外調査2,758人についてとりまとめたものである。 
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第２章 調査の結果【国内調査編】 

１. 調査の回答状況 

被爆者の性別、年齢階級別内訳 （１）

 
表２－１－１ 性別、年齢階級別内訳 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

被爆者の地域別内訳 （２）

回答した被爆者38,653人についての地域別内訳は表２－１－２のとおりであり、広島市（12,263人）、長崎

市（7,119人）、広島県（5,157人）、長崎県（3,137人）に居住する者が27,676人で回答者の71.6％を占め、

次いで大阪府（1,396人）、福岡県（1,236人）、東京都（1,094人）、神奈川県（1,027人）、兵庫県（743人）、

山口県（694人）、の順で分布しており、これら10都府県市で87.6％を占めている。 

 

  

性別 年齢 被爆者数 調査対象者数 回答者数 回収率

７０歳以下 7,392 2,240 1,535 68.5%

７１歳～８０歳 32,011 9,601 7,586 79.0%

８１歳～９０歳 26,784 7,998 6,054 75.7%

９１歳以上 2,741 849 587 69.1%

小計 68,928 20,688 15,762 76.2%

７０歳以下 8,206 2,483 1,679 67.6%

７１歳～８０歳 41,029 12,270 9,323 76.0%

８１歳～９０歳 45,997 13,768 9,496 69.0%

９１歳以上 12,094 3,614 2,393 66.2%

小計 107,326 32,135 22,891 71.2%

合計 176,254 52,823 38,653 73.2%

男

女
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表２－１－２ 原爆被爆者実態調査の地域別内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

被爆者数 回答者数 回収率
調査

対象者数
回答者数 回収率

調査
対象者数

回答者数 回収率

北海道 644 492 76.4% 136 97 71.3% 108 73 67.6%

青森県 111 105 94.6% 25 25 100.0% 20 20 100.0%

岩手県 116 85 73.3% 23 17 73.9% 14 9 64.3%

宮城県 276 208 75.4% 63 49 77.8% 49 46 93.9%

秋田県 73 72 98.6% 13 11 84.6% 10 8 80.0%

山形県 99 76 76.8% 21 17 81.0% 10 9 90.0%

福島県 168 155 92.3% 36 24 66.7% 24 15 62.5%

茨城県 592 471 79.6% 133 88 66.2% 113 80 70.8%

栃木県 359 246 68.5% 75 60 80.0% 64 54 84.4%

群馬県 269 206 76.6% 56 42 75.0% 46 33 71.7%

埼玉県 2,544 1,687 66.3% 612 402 65.7% 571 361 63.2%

千葉県 3,704 2,548 68.8% 833 574 68.9% 739 496 67.1%

東京都 9,782 6,188 63.3% 2,052 1,381 67.3% 1,756 1,094 62.3%

神奈川県 6,144 4,566 74.3% 1,400 913 65.2% 1,306 1,027 78.6%

新潟県 229 209 91.3% 47 33 70.2% 36 25 69.4%

富山県 139 107 77.0% 31 25 80.6% 23 21 91.3%

石川県 192 118 61.5% 39 29 74.4% 29 24 82.8%

福井県 164 152 92.7% 35 28 80.0% 19 17 89.5%

山梨県 130 83 63.8% 32 30 93.8% 27 22 81.5%

長野県 227 191 84.1% 50 40 80.0% 42 33 78.6%

岐阜県 719 561 78.0% 163 118 72.4% 128 96 75.0%

静岡県 1,043 800 76.7% 220 187 85.0% 183 162 88.5%

愛知県 3,592 2,339 65.1% 787 587 74.6% 647 465 71.9%

三重県 798 620 77.7% 166 125 75.3% 121 101 83.5%

滋賀県 530 418 78.9% 126 88 69.8% 105 92 87.6%

京都府 1,702 1,242 73.0% 410 340 82.9% 315 242 76.8%

大阪府 11,145 6,731 60.4% 2,010 1,527 76.0% 1,737 1,396 80.4%

兵庫県 6,093 4,426 72.6% 1,301 982 75.5% 1,108 743 67.1%

奈良県 982 658 67.0% 220 165 75.0% 192 138 71.9%

和歌山県 514 373 72.6% 108 73 67.6% 81 66 81.5%

鳥取県 781 591 75.7% 147 122 83.0% 99 63 63.6%

島根県 2,625 2,151 81.9% 510 390 76.5% 355 242 68.2%

岡山県 3,436 2,368 68.9% 671 460 68.6% 517 364 70.4%

広島県* 50,998 42,528 83.4% 9,413 7,166 76.1% 6,996 5,157 73.7%

山口県 6,463 4,778 73.9% 1,268 961 75.8% 940 694 73.8%

徳島県 517 332 64.2% 90 79 87.8% 59 37 62.7%

香川県 801 642 80.1% 156 137 87.8% 111 95 85.6%

愛媛県 1,598 1,215 76.0% 341 258 75.7% 255 173 67.8%

高知県 396 286 72.2% 79 62 78.5% 54 45 83.3%

福岡県 10,576 6,549 61.9% 2,302 1,249 54.3% 1,963 1,236 63.0%

佐賀県 2,207 1,817 82.3% 450 345 76.7% 339 278 82.0%

長崎県** 27,316 18,490 67.7% 5,120 4,079 79.7% 3,964 3,137 79.1%

熊本県 2,374 1,840 77.5% 488 371 76.0% 364 289 79.4%

大分県 1,231 998 81.1% 259 186 71.8% 200 140 70.0%

宮崎県 1,032 821 79.6% 211 167 79.1% 151 129 85.4%

鹿児島県 1,752 1,402 80.0% 349 254 72.8% 243 181 74.5%

沖縄県 335 190 56.7% 65 42 64.6% 54 43 79.6%

広島市 97,556 76,313 78.2% 19,953 14,297 71.7% 16,645 12,263 73.7%

長崎市 58,998 49,109 83.2% 12,014 9,987 83.1% 9,891 7,119 72.0%

（再掲）

広島・長崎分 234,868 186,440 79.4% 46,500 35,529 76.4% 37,496 27,676 73.8%

合　計 324,072 248,553 76.7% 65,109 48,689 74.8% 52,823 38,653 73.2%

注１）* は広島市を除く、**は長崎市を除く。

　２）被爆者数は、被爆者健康手帳交付者数から死亡、長期出張、所在不明の者を除いた数。

平成７年度調査 平成２７年度調査平成１７年度調査
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また、昭和６０年、平成７年、１７年、２７年度調査の回答者の割合の推移は表２－１－３に示すとおりで

あり、広島、長崎両県市以外の他の都道府県の割合が高くなっている。 

 

表２－１－３ 回答者の全国に占める割合の推移 

 
 
 
 
 
 
 
  

昭和６０年度調査 平成７年度調査 平成１７年度調査 平成２７年度調査

広島県 17.3% 17.1% 14.7% 13.3%

広島市 31.1% 30.7% 29.4% 31.7%

長崎県 9.0% 7.4% 8.4% 8.1%

長崎市 20.7% 19.8% 20.5% 18.4%

広島・長崎両県市 78.1% 75.0% 73.0% 71.6%

その他の都道府県 21.9% 25.0% 27.0% 28.4%
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２. 性・年齢構成 

性別についてみると、男性15,762人（40.8％）、女性22,891人（59.2％）で女性が多く、平成１７年度調査（男

性42.3％、女性57.7％）の性別割合と大きな差はない。 

回答者の平均年齢は80.1歳（男性79.0歳、女性80.9歳。年齢不詳を除く）となっており、平成１７年度調査

の73.5歳（男性72.5歳、女性74.3歳）と比較して6.6歳年齢が高くなっている。 

年齢構成を10歳階級別にみると図２－２－１のとおりであり、男性、女性とも70～79歳の者が最も多く、次

いで80～89歳、90～99歳等の順となっている。また、回答者の年齢構成は図２－２－２のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※上記の図では、性別不詳を除く。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※上記の図では、年齢不詳を除く。 

図２－２－１ 回答者の性・年齢構成 
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※上記の図では、年齢不詳を除く。 

図２－２－２ 回答者の性・年齢構成（各歳） 
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３. 被爆状況 

被爆地別にみると、広島で被爆した者は23,334人、60.4％（平成１７年度調査29,089人、59.7％）、長崎で被

爆した者は15,311人、39.6％（平成１７年度調査19,597人、40.3％）、二重被爆者は6人、0.0％、被爆地不詳

の者は2人、0.0％である（図２－３－１）。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図２－３－１ 被爆地別、回答者の割合 

 

被爆区分別にみると１号被爆者（原子爆弾が投下された際、当時の広島・長崎市内又は一定の隣接地域内にお

いて直接被爆した者をいう。以下同じ。）は、23,941人（61.9％）、２号被爆者（原子爆弾が投下されてから２週

間以内に爆心地から約2 kmの区域内に立ち入った者をいう。以下同じ。）は、8,820人（22.8％）、３号被爆者（被

爆者の救護等に従事したなど身体に放射線の影響を受けるような事情の下にあった者をいう。以下同じ。）は、

4,243人（11.0％）、４号被爆者（１号被爆者、２号被爆者及び３号被爆者の胎児であった者をいう。以下同じ。）

は、1,643 人（4.3％）となっている（図２－３－２）。なお、平成１７年度調査における被爆区分別の割合は、

１号被爆者62.5％、２号被爆者24.9％、３号被爆者10.1％、４号被爆者2.4％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３－２ 被爆区分別、回答者の割合 
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被爆区分の割合を性別にみると、男性15,759人では１号被爆者63.0％、２号被爆者23.0％、３号被爆者9.1％、

４号被爆者4.9％であり、女性22,888人では１号被爆者61.2％、２号被爆者22.7％、３号被爆者12.3％、４号

被爆者3.8％である（図２－３－３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３－３ 性・被爆区分別、回答者の割合 

 

 

被爆地別に被爆区分の割合をみると、広島被爆23,334人では、１号被爆者56.5％、２号被爆者28.2％、３号

被爆者10.7％、４号被爆者4.6％であり、長崎被爆15,311人では、１号被爆者70.3％、２号被爆者14.6％、３

号被爆者11.3％、４号被爆者3.8％である（図２－３－４、図２－３－５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３－４ 被爆区分別、回答者の割合    図２－３－５ 被爆区分別、回答者の割合 

             （広島被爆）                 （長崎被爆） 
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また、１号被爆者23,941人について被爆距離別の割合を被爆地別にみると、広島被爆では1.6～2.0km（24.9％）

が最も多く、次いで3.6km以上（23.4％）となっているが、長崎被爆では3.6km以上（39.9％）が最も多くなっ

ている（図２－３－６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３－６ 被爆地・被爆距離別、回答者数とその割合（１号被爆者） 
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４. 世帯の状況 

世帯人員の構成割合についてみると２人世帯（44.8％）が最も多く、次いで１人世帯（29.7％）、３人世帯（15.0％）

等の順となっている（図２－４－１）。平成１７年度調査と比べて１人世帯（7.5％増）と２人世帯（0.4％増）が

増え、その他の世帯については減っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成27年国民生活基礎調査は、65歳以上の者のいる世帯に占める割合である。 

図２－４－１ 世帯人員数の構成割合 
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また、１人世帯の回答者 11,462 人の年齢階級別割合は図２－４－２のとおりであり、80 歳以上の者が 7,456

人で１人世帯の者の65.0％を占めている。平均世帯人員数は2.15人で、昭和６０年度調査3.24人、平成７年度

調査2.70人、平成１７年度調査2.45人と比べ、次第に減少している。ちなみに、平成２７年国勢調査による一

般世帯の年齢階級別１人世帯の状況は図２－４－３のとおりであり、平均人員数は2.33人である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－４－２ 性・年齢階級別、１人世帯の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－４－３ 性・年齢階級別、１人世帯の状況（平成２７年国勢調査より） 
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また、同居の有無についてみると、回答者の27,191人（70.3％）が配偶者等と同居しており、その続柄の種別

は、配偶者が20,196 人（74.3％）、子供が11,291 人（41.5％）、子供の配偶者が3,536 人（13.0％）、孫3,039

人（11.2％）、兄弟姉妹が406人（1.5％）（図２－４－４、図２－４－５）等となっている。なお、ここでは、1

人世帯の者を「同居人なし」、それ以外の者を「同居人あり」としている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成27年国民生活基礎調査は、65歳以上の者のいる世帯に占める割合である。 

図２－４－４ 同居人の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。割合は、「同居人あり」27,191人に対する割合である。 
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本人を含む世帯内の被爆者健康手帳交付人数の構成割合についてみると、１人世帯（本人のみ）33,258 人

（86.0％）が最も多く、次いで２人世帯5,104人（13.2％）となっており、99.2％が２人以下の世帯となってい

る（図２－４－６）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－４－６ 世帯内の被爆者健康手帳交付人数の構成割合 
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５. 住居の状況 

回答者が居住している住宅を種類別にみると、持ち家が75.9％で最も多く、次いで民間賃貸住宅8.0％、老人

ホーム6.5％、公営公団住宅等5.3％等の順となっている（図２－５－１）。なお、参考までに70歳以上に限定し

て平成２７年国勢調査 1)と比較すると、図２－５－２のとおりである。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－５－１ 住宅の種類別、住居の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２－５－２ 住宅の種類別、住居の状況（平成２７年国勢調査との比較、70歳以上） 

 

 
 

 

注1） 国勢調査における「住宅の種類別、住居の状況」は、「一般世帯」の住居の種類及び所有の関係と、「施設等の世帯」の種類から求めている。 

注2） 実態調査は、原爆養護ホームを含む。また、国勢調査では、施設等の世帯における「社会施設の入所者」を「老人ホーム等」としている。 

注3） 国勢調査では、「住宅以外に住む一般世帯人員」及び、施設等の世帯のうち「社会施設の入所者」を除いた者を「借間・その他」としている。 
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年齢階級別の住居の状況は図２－５－３のとおりである。持ち家の割合をみると69～74歳（79.4％）が最も多

く、次いで80～84歳（78.0％）、75～79歳（77.3％）等の順となっており、100歳以上（40.5％）が最も低い割

合を示している。また、老人ホーム（原爆養護ホームを含む。）に入居している者は2,505人（男性489人、女性

2,016人）である。 

ちなみに、平成２７年国勢調査による年齢階級別の住居の状況は、図２－５－４のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－５－３ 年齢階級別、住居の状況 
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※「老人ホーム等」「借間・その他」については、15ページの脚注参照。 

図２－５－４ 年齢階級別、住居の状況（平成２７年国勢調査より） 

  

79.8%

82.6%

82.1%

80.7%

71.3%

7.6%

9.3%

8.2%

6.9%

4.7%

5.8%

6.4%

6.7%

5.8%

3.7%

5.0%

0.6%

1.7%

4.7%

16.5%

1.8%

1.0%

1.3%

1.9%

3.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

総数

(23,347,059人)

70～74歳

(7,618,320人)

75～79歳

(6,186,673人)

80～84歳

(4,848,674人)

85歳以上

(4,693,392人)

持ち家

公営・公団・公社の賃貸
住宅または社宅等

民営賃貸住宅

老人ホーム等

借間・その他 不詳



- 18 - 

６. 収入を伴う仕事の有無 

平成２７年１０月中に少しでも収入を伴う仕事（自営業、常雇者及び臨時的な仕事 4)）をした回答者は 4,761

人でその割合は12.3％（男性15,762人のうち18.7％、女性22,891人のうち7.9％）であり、平成１７年度調査

（20.3％）と比較すると8.0％減少している（図２－６－１）。なお、参考までに平成２７年国勢調査(速報値)と

比較すると、70～79歳、80歳以上ともに被爆者の方が「仕事あり」が少ない（図２－６－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６－１ 収入を伴う仕事の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成27年度実態調査については年齢不詳を除く。 

※平成27年国勢調査(速報値)は、平成28年６月29日に公表された数値を使用している。 

図２－６－２ 収入を伴う仕事の有無（平成２７年国勢調査(速報値)との比較） 

 
 

 

注 4)「自営業」とは、商店主、工場主、農場主など一定の店舗、工場、事務所などにおいて、事業を行っている者をいう。「常雇者」とは、雇

用契約期間が１年以上の者または雇用契約期間に定めのない者（役員を含む。正社員・パートなどの形態は問わない）をいう。また、「臨

時的な仕事」とは、雇用契約期間が１年未満のものや内職などをいう。  
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仕事ありと回答した4,761人のうち就業状態等からみると自営業（53.2％）が最も多く、次いで常雇者（24.3％）、

臨時的仕事（20.6％）の順となっている（図２－６－３、図２－６－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図２－６－３ 性・就業状態別、仕事をした者の状況（延べ数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６－４ 性・就業状態別、仕事をした者の状況（内訳） 
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仕事をした者4,761人の割合を性別、年齢階級別にみると、高齢になるに従い割合が低下しており、いずれも

男性、女性の差が大きい（図２－６－５）。なお、参考までに平成２７年国勢調査(速報値)と比較すると、図２－

６－６のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６－５ 性・年齢階級別、仕事をした者の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成27年度実態調査については年齢不詳を除く。 

※平成27年国勢調査(速報値)は、平成28年６月29日に公表された数値を使用している。 

図２－６－６ 仕事をした者の状況（平成２７年国勢調査(速報値)との比較） 
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７. 所得の状況 

平成２６年の１年間における回答者世帯の税込み所得額は、不詳（8.3％）を除けば 100 万～300 万円の世帯

（45.7％）が最も多く、次いで300万～500万円（22.8％）、100万円未満（13.5％）等の順となっており、平成

１７年度調査と比較すると、300万円未満の世帯の割合が高くなっている（図２－７－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成27年国民生活基礎調査は、65歳以上の者のいる世帯に占める割合である。 

図２－７－１ 回答者世帯の所得の状況 
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回答者の所得状況について年齢階級別にみると図２－７－２のとおりであり、100 万円未満の所得階級の割合

は、高齢になるに従って高くなる傾向となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－７－２ 年齢階級別、所得の状況 

 
 

所得階級別に仕事の有無をみると、図２－７－３のとおりであり、100 万円未満を除き、所得が多くなるに従

って、仕事をしている者の割合も高くなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－７－３ 所得階級別、仕事の有無  
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８. 公的年金・恩給の受給状況 

公的年金（国民年金、厚生年金、共済年金）・恩給を受給している者は36,648人で、その割合は94.8％（男性

15,762人のうち95.3％、女性22,891人のうち94.5％）であり、平成１７年度調査（87.4％）と比べ7.4％増え

ている（図２－８－１）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成17年度の総数には性別不詳を含む。 

図２－８－１ 公的年金・恩給の受給割合 
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公的年金・恩給を受給している者36,648人を年齢階級別にみると、100歳以上（97.4％）が最も高く、次いで

95～99歳（97.3％）、90～94歳（96.0％）の順となっている（図２－８－２）。なお、参考までに平成２７年国民

生活基礎調査における65歳以上の受給状況と比較すると、図２－８－３のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－８－２ 年齢階級別、公的年金・恩給の受給状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成27年国民生活基礎調査における「受けていない」には、受給の有無不詳を含む。 

図２－８－３ 公的年金・恩給の受給比較 
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仕事をしなかった者33,346人の公的年金・恩給の受給状況をみると、95.2％（男性12,616人の95.7％、女性

20,730人の94.9％）の者が何らかの公的年金・恩給を受けている（図２－８－４）。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※平成17年度の総数には性別不詳を含む。 

図２－８－４ 仕事をしなかった者の公的年金・恩給受給状況 
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９. 生活保護の状況 

生活保護法による扶助を受けていると回答した者は、810人である。生活保護を受給している者の割合は2.1％

（昭和６０年度調査1.9％、平成７年度調査1.4％、平成１７年度調査1.7％）である（図２－９－１）。ちなみ

に、平成２６年度の全国の平均保護率は1.7％となっており、70歳以上では、2.8％となっている（平成２６年度

被保護者調査報告書より）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－９－１ 生活保護受給者数とその割合 
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１０. 被爆者援護法による手当の受給状況 

平成２７年１０月現在、被爆者援護法による手当を受けている者35,940人の割合は、93.0％（男性15,762人

のうち92.5％、女性22,891人のうち93.3％）であり平成１７年度調査（91.3％）と比べて受給率が1.7％上が

っている（図２－１０－１）。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成17年度の総数には性別不詳を含む。 

図２－１０－１ 被爆者援護法による手当の受給状況 
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これを被爆者援護法による手当の種類別にみると、最も多いのは健康管理手当（79.5％）であり、次いで医療

特別手当（6.1%）、保健手当（一般分）（3.8％）等の順となっており、平成１７年度と比べると医療特別手当の受

給率が上昇し、それ以外は同程度の割合となっている（図２－１０－２）。また、年齢階級別手当の受給状況は図

２－１０－３のとおりである。なお、各都道府県市別に各種手当を受けている被爆者の割合は表２－１０－１の

とおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※上の図はそれぞれ、平成17年度48,689人、平成27年度38,653人に対する割合。 

※複数回答あり。 

図２－１０－２ 被爆者援護法による手当の種類別、受給状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成27年度の総数には年齢不詳を含む。 

図２－１０－３ 年齢階級別、被爆者援護法による手当の受給状況  
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表２－１０－１ 各都道府県市別、被爆者援護法による手当受給者数とその割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

都道府県(市) 回答者数 受給者数 受給率(%)
(参考)

平成17年度
受給率(%)

全　国 38,653 35,940 93.0 91.3
北海道 73 69 94.5 90.7
青森県 20 20 100.0 96.0
岩手県 9 8 88.9 100.0
宮城県 46 34 73.9 81.6
秋田県 8 8 100.0 100.0
山形県 9 8 88.9 94.1
福島県 15 11 73.3 83.3
茨城県 80 69 86.3 85.2
栃木県 54 49 90.7 85.0
群馬県 33 30 90.9 95.2
埼玉県 361 307 85.0 76.9
千葉県 496 428 86.3 81.9
東京都 1,094 931 85.1 83.9
神奈川県 1,027 885 86.2 84.6
新潟県 25 21 84.0 78.8
富山県 21 18 85.7 88.0
石川県 24 24 100.0 96.6
福井県 17 15 88.2 89.3
山梨県 22 18 81.8 83.3
長野県 33 30 90.9 85.0
岐阜県 96 89 92.7 83.9
静岡県 162 143 88.3 87.7
愛知県 465 412 88.6 83.8
三重県 101 96 95.0 89.6
滋賀県 92 82 89.1 78.4
京都府 242 223 92.1 90.0
大阪府 1,396 1,281 91.8 92.1
兵庫県 743 671 90.3 89.3
奈良県 138 97 70.3 75.2
和歌山県 66 59 89.4 89.0
鳥取県 63 59 93.7 91.0
島根県 242 217 89.7 90.0
岡山県 364 314 86.3 82.8
広島県* 5,157 4,786 92.8 90.1
山口県 694 616 88.8 86.2
徳島県 37 36 97.3 96.2
香川県 95 88 92.6 88.3
愛媛県 173 140 80.9 81.4
高知県 45 39 86.7 95.2
福岡県 1,236 1,155 93.4 92.6
佐賀県 278 256 92.1 90.1
長崎県** 3,137 2,868 91.4 93.2
熊本県 289 262 90.7 85.7
大分県 140 109 77.9 76.9
宮崎県 129 122 94.6 90.4
鹿児島県 181 168 92.8 91.7
沖縄県 43 38 88.4 81.0
広島市 12,263 11,679 95.2 92.3
長崎市 7,119 6,852 96.2 95.4

注）* は広島市を除く、**は長崎市を除く。
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また、被爆者援護法による手当の併給状況をみると、各種手当を受給している回答者35,940人のうち、157人

（0.4％）が家族介護手当を受給しており、270 人（0.8％）が介護手当を受給している（図２－１０－４、図２

－１０－５）。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※原子爆弾小頭症手当受給者２名は医療特別手当も併給している。 

図２－１０－４ 家族介護手当との併給者数とその割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１０－５ 介護手当との併給者数とその割合 
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仕事をしなかった者33,346人の被爆者援護法による手当受給状況をみると、93.4％（男性12,616人の93.1％、

女性20,730人の93.6％）が何らかの手当を受けている（図２－１０－６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１０－６ 仕事をしなかった者の被爆者援護法による手当受給状況 
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所得階級別に被爆者援護法による手当の受給状況をみると、100万円未満の者の94.3％が手当を受けており、

所得が低いほど手当を受けている者の割合が高くなっている（図２－１０－７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１０－７ 所得階級別、被爆者援護法による手当の受給状況 

 
 
 

生活保護の受給状況別に、被爆者援護法による手当と公的年金・恩給の受給状況をみると、図２－１０－８の

とおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※生活保護、手当、年金とも、受給不詳は除く。 

図２－１０－８ 公的年金・恩給と生活保護の受給状況別、被爆者援護法による手当の受給状況 
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１１. 身体障害者手帳・戦傷病者手帳・精神障害者保健福祉手帳の所持状況 

身体障害者手帳を所持している者は、5,197人（男性2,269人、女性2,928人）である。全体に占める身体障

害者手帳を所持している者の割合は、13.4％（男性15,762人の14.4％、女性22,891人の12.8％）であり、平成

１７年度調査の11.0％（男性12.6％、女性9.9％）に比べて増加している。 

性別、年齢階級別身体障害者手帳の所持者の割合は、図２－１１－１のとおりであり、高齢者ほど高くなって

いる。障害の等級別の状況は図２－１１－２のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ※上の図は、それぞれの年齢階級の総数に対する割合である。 

図２－１１－１ 性・年齢階級別、身体障害者手帳の所持状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１１－２ 障害等級別、身体障害者手帳の所持状況  
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被爆区分別にみた身体障害者手帳の所持者は、１号被爆者3,164人（13.2％）、２号被爆者1,323人（15.0％）、

３号被爆者594人（14.0％）、４号被爆者115人（7.0％）となっている（図２－１１－３）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１１－３ 被爆区分別、身体障害者手帳の所持状況 

 
 
 

次に戦傷病者手帳を所持している者は、112人（男性46人、女性66人）で、全体に占める割合は0.29％（男

性15,762人の0.29％、女性22,891人の0.29％）となっている（図２－１１－４）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１１－４ 戦傷病者手帳の所持状況 
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また、精神障害者保健福祉手帳を所持している者は、119人（男性55人、女性64人）で、全体に占める割合

は0.31％（男性15,762人の0.35％、女性22,891人の0.28％）となっている（図２－１１－５）。その障害等級

別内訳は図２－１１－６のとおりである。 

なお、身体障害者手帳と戦傷病者手帳の両方を所持している者は32人、身体障害者手帳と精神障害者保健福祉

手帳の両方を所持している者は40人、戦傷病者手帳と精神障害者保健福祉手帳の両方を所持している者は4人、

身体障害者手帳と戦傷病者手帳と精神障害者保健福祉手帳を全て所持している者は4人である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１１－５ 精神障害者保健福祉手帳の所持状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１１－６ 障害等級別、精神障害者保健福祉手帳の所持状況 
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１２. 受療の状況 

平成２７年１０月の１か月間における受療内容をみると、入院していた者は回答者の 9.1％、在宅で医療を受

けていた者は3.1％、病院・診療所（歯科を含む）へ通院した者は76.8％、入院も通院もしなかった者は8.5％

となっている（図２－１２－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図２－１２－１ 受療の状況 
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性別、年齢階級別の受療の状況は図２－１２－２、図２－１２－３、図２－１２－４のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図２－１２－２ 年齢階級別、受療の状況（総数） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図２－１２－３ 年齢階級別、受療の状況（男性）  
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※複数回答あり。 

図２－１２－４ 年齢階級別、受療の状況（女性） 

 
 
 

被爆区分別の受療の状況は、図２－１２－５のとおりであり、４号被爆者を除いた被爆区分別では、大きな差

はみられない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図２－１２－５ 被爆区分別、受療の状況 
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１号被爆者23,941人の被爆距離別受療の状況を被爆地別にみると、入院は、広島被爆では0.5km以内、長崎被

爆では0.6～1.0kmの割合が最も高く、通院は、広島被爆では3.6km以上、長崎被爆では2.1～2.5kmの割合が最

も高くなっている（図２－１２－６、図２－１２－７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。１号総数には、距離不詳を含む。 

図２－１２－６ 被爆距離別、受療の状況（広島被爆） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。１号総数には、距離不詳を含む。 

図２－１２－７ 被爆距離別、受療の状況（長崎被爆）  
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都道府県市別の受療の状況は表２－１２－１のとおりとなっている。 

 
表２－１２－１ 都道府県市別、受療の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（複数回答あり)

受療割合

総数 (歯科以外) (歯科)

全　国 38,653 33,005 3,518 1,201 29,701 28,329 9,877 85.4% 3,295 2,353

北海道 73 63 9 1 58 58 16 86.3% 9 1

青森県 20 19 1 0 18 18 2 95.0% 1 0

岩手県 9 6 2 0 4 4 1 66.7% 3 0

宮城県 46 40 3 2 38 36 14 87.0% 3 3

秋田県 8 5 0 0 5 5 1 62.5% 2 1

山形県 9 7 0 2 5 5 1 77.8% 2 0

福島県 15 12 0 0 12 12 7 80.0% 2 1

茨城県 80 60 4 1 57 55 14 75.0% 13 7

栃木県 54 46 3 1 43 41 11 85.2% 6 2

群馬県 33 28 3 1 26 26 5 84.8% 4 1

埼玉県 361 320 22 8 303 284 125 88.6% 37 4

千葉県 496 401 38 17 364 342 126 80.8% 67 28

東京都 1,094 922 91 49 832 783 305 84.3% 119 53

神奈川県 1,027 854 71 42 781 736 288 83.2% 120 53

新潟県 25 18 1 1 16 14 6 72.0% 6 1

富山県 21 17 1 1 16 15 3 81.0% 4 0

石川県 24 18 1 2 16 16 5 75.0% 6 0

福井県 17 13 0 1 12 12 1 76.5% 4 0

山梨県 22 18 0 1 17 17 5 81.8% 3 1

長野県 33 28 2 2 26 26 6 84.8% 3 2

岐阜県 96 84 11 2 73 71 20 87.5% 8 4

静岡県 162 143 12 1 134 126 45 88.3% 17 2

愛知県 465 384 30 8 358 344 131 82.6% 58 23

三重県 101 88 6 2 83 79 22 87.1% 11 2

滋賀県 92 78 10 4 71 70 20 84.8% 8 6

京都府 242 210 21 10 188 182 64 86.8% 22 10

大阪府 1,396 1,202 121 63 1,093 1,045 408 86.1% 129 65

兵庫県 743 642 60 24 593 569 189 86.4% 72 29

奈良県 138 119 9 4 113 108 39 86.2% 15 4

和歌山県 66 55 3 3 52 49 11 83.3% 10 1

鳥取県 63 55 4 2 51 50 8 87.3% 7 1

島根県 242 194 12 9 176 170 40 80.2% 30 18

岡山県 364 298 50 12 258 243 86 81.9% 34 32

広島県* 5,157 4,452 496 183 3,952 3,760 1,184 86.3% 542 163

山口県 694 591 74 8 530 501 157 85.2% 63 40

徳島県 37 34 6 3 29 28 9 91.9% 1 2

香川県 95 79 7 0 74 69 22 83.2% 12 4

愛媛県 173 159 17 6 142 136 33 91.9% 13 1

高知県 45 38 1 1 36 34 8 84.4% 5 2

福岡県 1,236 1,056 135 37 928 874 298 85.4% 94 86

佐賀県 278 240 36 10 203 193 59 86.3% 27 11

長崎県** 3,137 2,663 339 71 2,359 2,256 723 84.9% 215 259

熊本県 289 252 30 12 226 215 81 87.2% 19 18

大分県 140 117 20 6 98 96 27 83.6% 12 11

宮崎県 129 113 20 5 99 96 26 87.6% 13 3

鹿児島県 181 153 25 4 130 127 31 84.5% 18 10

沖縄県 43 31 6 1 28 27 9 72.1% 5 7

広島市 12,263 10,379 1,021 369 9,426 8,975 3,229 84.6% 1,029 855

長崎市 7,119 6,201 684 209 5,549 5,331 1,956 87.1% 392 526

 注）* は広島市を除く、**は長崎市を除く。

受療なし 不詳総数

受療あり

通院
総数 入院 在宅医療



- 41 - 

また、仕事をしなかった者33,346人の受療の状況をみると、入院が9.6％、在宅医療が3.4％、通院が76.7％、

となっている（図２－１２－８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図２－１２－８ 仕事をしなかった者の受療の状況 

 
 

次に被爆者援護法による手当受給者35,940人と手当を受けていない者2,370人の受療の状況を見てみると、手

当受給者の86.3％の者が受療（在宅医療を含む）しており、手当を受けていない者の受療（74.3％）よりも割合

が高くなっている（図２－１２－９）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１２－９ 被爆者援護法による手当の受給状況別、受療の状況 

 

  

86.3%

74.3%

7.7%

20.8%

6.0%

4.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

受けている

(35,940人)

受けていない

(2,370人)

受療している 不詳受療していない

9.6%

10.7%

9.0%

3.4%

3.1%

3.7%

76.7%

78.4%

75.6%

8.3%

7.8%

8.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

総数

(33,346人)

男

(12,616人)

女

(20,730人)

入院 通院在宅医療 受けなかった



- 42 - 

１３. 被爆者健康診断の受診状況 

健康診断の受診状況 （１）

平成２６年１１月１日から平成２７年１０月３１日までの１年間に健康診断を受診したことがある者は、

27,927人（男性11,745人、女性16,182人）で全体の72.3％（男性15,762人の74.5％、女性22,891人の70.7％）

である（図２－１３－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１３－１ 健康診断受診者の割合 

 

 

被爆者健康診断の一般検査の受診状況 （２）

平成２６年１１月１日から平成２７年１０月３１日までの１年間に被爆者健康診断の一般検査を受診したこ

とがある者は、22,892人（男性9,610人、女性13,282人）で全体の59.2％（男性15,762人の61.0％、女性

22,891人の58.0％）であり、平成１７年度調査の62.7％（男性62.1％、女性63.1％）より減少している（図

２－１３－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成17年度の総数には性別不詳を含む。 

図２－１３－２ 一般検査受診者の割合  
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一般検査受診者22,892人の性別、年齢階級別の受診状況をみると、図２－１３－３のとおりであり、男性は

80～84歳（63.7％）、女性は75～79歳（64.9％）の受診率が最も高い。また、79歳までの各年齢階級では女性

の方が男性より受診率が高く、80歳以上では男性の方が女性より受診率が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１３－３ 性・年齢階級別、一般検査受診者の割合 

 
 

一般検査受診者22,892人の検査受診回数別の割合をみると、男性は2回、女性は1回受診した者の割合が最

も高い（図２－１３－４）。受診者の平均受診回数は1.68回である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１３－４ 受診回数別、一般検査受診状況  
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また、都道府県市別の被爆者健康診断の受診状況等は表２－１３－１のとおりであり、受診率は30.6％から

80.0％まで幅広くばらつきがみられる。 

 
表２－１３－１ 都道府県市別、被爆者健康診断受診等の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

総数

(A)

受診者数

(B)

受診率

(B)/(A)

要精密
検査者数

(C)

要精密
検査率

(C)/(B)

要精密検査者
精密検査
受診者数

(D)

精密検査
受診率

(D)/(C)

異常
判定者数

(E)

異常
判定率

(E)/(D)

全国 38,653 22,892 59.2% 10,557 46.1% 8,152 77.2% 3,779 46.4%

北海道 73 40 54.8% 19 47.5% 13 68.4% 6 46.2%

青森県 20 12 60.0% 5 41.7% 4 80.0% 2 50.0%

岩手県 9 6 66.7% 1 16.7% 1 100.0% 1 100.0%

宮城県 46 26 56.5% 16 61.5% 11 68.8% 6 54.5%

秋田県 8 6 75.0% 4 66.7% 3 75.0% 2 66.7%

山形県 9 4 44.4% 1 25.0% 1 100.0% 0 0.0%

福島県 15 12 80.0% 7 58.3% 5 71.4% 4 80.0%

茨城県 80 56 70.0% 35 62.5% 22 62.9% 10 45.5%

栃木県 54 33 61.1% 11 33.3% 9 81.8% 2 22.2%

群馬県 33 18 54.5% 12 66.7% 8 66.7% 5 62.5%

埼玉県 361 208 57.6% 103 49.5% 81 78.6% 31 38.3%

千葉県 496 230 46.4% 111 48.3% 80 72.1% 37 46.3%

東京都 1,094 418 38.2% 209 50.0% 157 75.1% 70 44.6%

神奈川県 1,027 500 48.7% 271 54.2% 206 76.0% 89 43.2%

新潟県 25 16 64.0% 12 75.0% 7 58.3% 3 42.9%

富山県 21 13 61.9% 8 61.5% 4 50.0% 3 75.0%

石川県 24 9 37.5% 6 66.7% 4 66.7% 2 50.0%

福井県 17 10 58.8% 1 10.0% 1 100.0% 1 100.0%

山梨県 22 10 45.5% 5 50.0% 3 60.0% 1 33.3%

長野県 33 13 39.4% 6 46.2% 5 83.3% 3 60.0%

岐阜県 96 53 55.2% 25 47.2% 20 80.0% 5 25.0%

静岡県 162 86 53.1% 43 50.0% 37 86.0% 20 54.1%

愛知県 465 207 44.5% 118 57.0% 77 65.3% 38 49.4%

三重県 101 66 65.3% 22 33.3% 14 63.6% 6 42.9%

滋賀県 92 39 42.4% 18 46.2% 14 77.8% 5 35.7%

京都府 242 121 50.0% 71 58.7% 53 74.6% 29 54.7%

大阪府 1,396 842 60.3% 388 46.1% 269 69.3% 129 48.0%

兵庫県 743 364 49.0% 206 56.6% 157 76.2% 84 53.5%

奈良県 138 79 57.2% 45 57.0% 34 75.6% 18 52.9%

和歌山県 66 27 40.9% 11 40.7% 6 54.5% 1 16.7%

鳥取県 63 38 60.3% 13 34.2% 11 84.6% 2 18.2%

島根県 242 175 72.3% 56 32.0% 45 80.4% 14 31.1%

岡山県 364 194 53.3% 74 38.1% 58 78.4% 24 41.4%

広島県* 5,157 3,434 66.6% 1,232 35.9% 948 76.9% 454 47.9%

山口県 694 340 49.0% 118 34.7% 84 71.2% 37 44.0%

徳島県 37 15 40.5% 1 6.7% 1 100.0% 0 0.0%

香川県 95 59 62.1% 24 40.7% 23 95.8% 10 43.5%

愛媛県 173 53 30.6% 27 50.9% 22 81.5% 13 59.1%

高知県 45 17 37.8% 3 17.6% 3 100.0% 0 0.0%

福岡県 1,236 705 57.0% 287 40.7% 201 70.0% 88 43.8%

佐賀県 278 147 52.9% 55 37.4% 40 72.7% 14 35.0%

長崎県** 3,137 2,067 65.9% 838 40.5% 649 77.4% 293 45.1%

熊本県 289 159 55.0% 92 57.9% 80 87.0% 23 28.8%

大分県 140 76 54.3% 33 43.4% 25 75.8% 8 32.0%

宮崎県 129 69 53.5% 11 15.9% 9 81.8% 4 44.4%

鹿児島県 181 103 56.9% 35 34.0% 25 71.4% 7 28.0%

沖縄県 43 27 62.8% 15 55.6% 14 93.3% 3 21.4%

広島市 12,263 6,928 56.5% 3,455 49.9% 2,782 80.5% 1,308 47.0%

長崎市 7,119 4,762 66.9% 2,398 50.4% 1,826 76.1% 864 47.3%

注）* は広島市を除く、**は長崎市を除く。
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被爆者健康診断の一般検査未受診者の状況 （３）

一般検査を受けなかった者は、14,122人（男性5,554人、女性8,568人）であり、全体の36.5％（男性15,762

人の35.2％、女性22,891人の37.4％）である（図２－１３－５）。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１３－５ 性・年齢階級別、一般検査未受診者の割合 
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被爆者健康診断の一般検査の受診結果 （４）

一般検査を受診した22,892人のうち、「要精密検査になった」者は10,557人（46.1％）であり、平成１７年

度調査の38.6％より増加している（図２－１３－６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成17年度の総数には性別不詳を含む。 

図２－１３－６ 一般検査受診者のうち、要精密検査となった者の割合 

 

 

一般検査を受診した22,892人のうち、性別、年齢階級別の「要精密検査になった」者の割合は、図２－１３

－７のとおりであり、男性、女性とも75～79歳が最も高く（男性54.8％、女性46.7％）なっており、最も低

いのは100歳以上（男性22.2％、女性25.0％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１３－７ 性・年齢階級別、要精密検査率 
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一般検査を受診した22,892 人の被爆区分別の「要精密検査になった」者の割合は、１号被爆者48.2％、２

号被爆者41.6％、３号被爆者43.6％、４号被爆者46.1％である。都道府県市別の「要精密検査になった」者

の割合は、既出の「表２－１３－１ 都道府県市別、被爆者健康診断受診等の状況」に示すとおりである。 

 

表２－１３－１ 都道府県市別、被爆者健康診断受診等の状況（再掲） 

  総数

(A)

受診者数

(B)

受診率

(B)/(A)

要精密
検査者数

(C)

要精密
検査率

(C)/(B)

要精密検査者
精密検査
受診者数

(D)

精密検査
受診率

(D)/(C)

異常
判定者数

(E)

異常
判定率

(E)/(D)

全国 38,653 22,892 59.2% 10,557 46.1% 8,152 77.2% 3,779 46.4%

北海道 73 40 54.8% 19 47.5% 13 68.4% 6 46.2%

青森県 20 12 60.0% 5 41.7% 4 80.0% 2 50.0%

岩手県 9 6 66.7% 1 16.7% 1 100.0% 1 100.0%

宮城県 46 26 56.5% 16 61.5% 11 68.8% 6 54.5%

秋田県 8 6 75.0% 4 66.7% 3 75.0% 2 66.7%

山形県 9 4 44.4% 1 25.0% 1 100.0% 0 0.0%

福島県 15 12 80.0% 7 58.3% 5 71.4% 4 80.0%

茨城県 80 56 70.0% 35 62.5% 22 62.9% 10 45.5%

栃木県 54 33 61.1% 11 33.3% 9 81.8% 2 22.2%

群馬県 33 18 54.5% 12 66.7% 8 66.7% 5 62.5%

埼玉県 361 208 57.6% 103 49.5% 81 78.6% 31 38.3%

千葉県 496 230 46.4% 111 48.3% 80 72.1% 37 46.3%

東京都 1,094 418 38.2% 209 50.0% 157 75.1% 70 44.6%

神奈川県 1,027 500 48.7% 271 54.2% 206 76.0% 89 43.2%

新潟県 25 16 64.0% 12 75.0% 7 58.3% 3 42.9%

富山県 21 13 61.9% 8 61.5% 4 50.0% 3 75.0%

石川県 24 9 37.5% 6 66.7% 4 66.7% 2 50.0%

福井県 17 10 58.8% 1 10.0% 1 100.0% 1 100.0%

山梨県 22 10 45.5% 5 50.0% 3 60.0% 1 33.3%

長野県 33 13 39.4% 6 46.2% 5 83.3% 3 60.0%

岐阜県 96 53 55.2% 25 47.2% 20 80.0% 5 25.0%

静岡県 162 86 53.1% 43 50.0% 37 86.0% 20 54.1%

愛知県 465 207 44.5% 118 57.0% 77 65.3% 38 49.4%

三重県 101 66 65.3% 22 33.3% 14 63.6% 6 42.9%

滋賀県 92 39 42.4% 18 46.2% 14 77.8% 5 35.7%

京都府 242 121 50.0% 71 58.7% 53 74.6% 29 54.7%

大阪府 1,396 842 60.3% 388 46.1% 269 69.3% 129 48.0%

兵庫県 743 364 49.0% 206 56.6% 157 76.2% 84 53.5%

奈良県 138 79 57.2% 45 57.0% 34 75.6% 18 52.9%

和歌山県 66 27 40.9% 11 40.7% 6 54.5% 1 16.7%

鳥取県 63 38 60.3% 13 34.2% 11 84.6% 2 18.2%

島根県 242 175 72.3% 56 32.0% 45 80.4% 14 31.1%

岡山県 364 194 53.3% 74 38.1% 58 78.4% 24 41.4%

広島県* 5,157 3,434 66.6% 1,232 35.9% 948 76.9% 454 47.9%

山口県 694 340 49.0% 118 34.7% 84 71.2% 37 44.0%

徳島県 37 15 40.5% 1 6.7% 1 100.0% 0 0.0%

香川県 95 59 62.1% 24 40.7% 23 95.8% 10 43.5%

愛媛県 173 53 30.6% 27 50.9% 22 81.5% 13 59.1%

高知県 45 17 37.8% 3 17.6% 3 100.0% 0 0.0%

福岡県 1,236 705 57.0% 287 40.7% 201 70.0% 88 43.8%

佐賀県 278 147 52.9% 55 37.4% 40 72.7% 14 35.0%

長崎県** 3,137 2,067 65.9% 838 40.5% 649 77.4% 293 45.1%

熊本県 289 159 55.0% 92 57.9% 80 87.0% 23 28.8%

大分県 140 76 54.3% 33 43.4% 25 75.8% 8 32.0%

宮崎県 129 69 53.5% 11 15.9% 9 81.8% 4 44.4%

鹿児島県 181 103 56.9% 35 34.0% 25 71.4% 7 28.0%

沖縄県 43 27 62.8% 15 55.6% 14 93.3% 3 21.4%

広島市 12,263 6,928 56.5% 3,455 49.9% 2,782 80.5% 1,308 47.0%

長崎市 7,119 4,762 66.9% 2,398 50.4% 1,826 76.1% 864 47.3%

注）* は広島市を除く、**は長崎市を除く。
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精密検査の受診状況 （５）

一般検査の結果、「要精密検査になった」者10,557人のうち、精密検査を受けた者は8,152人で精密検査受

診率は77.2％であり、平成１７年度調査の84.0％より低くなっている（図２－１３－８）。 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１３－８ 精密検査受診状況 

 
 

「要精密検査になった」者10,557人の性別、年齢階級別の精密検査受診率は図２－１３－９のとおりであり、

男性、女性とも75～79歳（男性80.8％、女性79.2％）が最も高くなっている。都道府県市別の精密検査受診

率は、既出の表２－１３－１のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１３－９ 性・年齢階級別、精密検査受診率 
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精密検査の受診結果 （６）

精密検査を受診した8,152人のうち、「異常あり」と判定された者は3,779人（46.4％）、「異常なし」と判定

された者は3,671人（45.0％）、「未判定（検査中）及び不詳」の者は702人（8.6％）となっている。平成１７

年度調査で「異常あり」と判定された者の割合は56.1％であり、割合は減少している（図２－１３－１０）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１３－１０ 精密検査受診結果の状況 

  

56.1%

46.4%

36.8%

45.0%

4.3%

5.1%

2.8%

3.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

平成17年度

(9,880人)

平成27年度

(8,152人)

（総数）

異常なし異常あり 不詳未判定

(検査中)

59.7%

50.3%

33.9%

41.9%

4.0%

4.7%

2.4%

3.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

平成17年度

(4,566人)

平成27年度

(3,793人)

（男）

53.0%

42.9%

39.3%

47.8%

4.5%

5.4%

3.2%

3.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

平成17年度

(5,313人)

平成27年度

(4,359人)

（女）



- 50 - 

精密検査受診者8,152人の性別、年齢階級別の受診結果は図２－１３－１１のとおりであり、「異常あり」と

判定された者の割合は、90～94歳、100歳以上を除き男性が女性よりもやや高く、男性では95～99歳（53.3％）

が最も高いが、女性では100歳以上の者（75.0％）の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１３－１１ 性・年齢階級別、精密検査受診結果(異常ありの割合) 
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被爆区分別の受診結果は図２－１３－１２のとおりであり、各区分で大きな差はみられない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１３－１２ 被爆区分別、精密検査受診結果 

 
 
 

なお、精密検査で「異常あり」と判定された者の一般検査受診者に占める割合は、総数で16.5％であり、年

齢階級別には図２－１３－１３のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１３－１３ 年齢階級別、一般検査受診者に占める「精密検査の結果、異常あり」 

と判定された者の割合 
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１４. 介護等の状況 

手助けや見守りを必要とする者の状況 （１）

自宅に住んでいる回答者34,628人（回答が未記入の948人を除く）のうち、日常生活を送る上で、だれかの

手助けや見守りが必要な者は、10,288人（男性3,312人、女性6,976人）で、自宅に住んでいる回答者34,628

人の29.7％（男性22.6％、女性34.9％）を占めており、平成１７年度調査の33.4％と比べると3.7％減って

いる（図２－１４－１）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成17年度の総数には性別不詳を含む。 

※回答が未記入の者は除く。 

図２－１４－１ 手助けや見守りを必要とする者の状況 
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年齢階級別にみると、高齢になるに従って手助けや見守りを必要とする者の割合が高くなっている（図２－

１４－２）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※回答が未記入の者は除く。 

図２－１４－２ 年齢階級別、手助けや見守りを必要とする者の状況 
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手助けや見守りを必要とする者 10,288 人の世帯状況を見ると、図２－１４－３のとおりであり、1 人世帯

（34.1％）と2人世帯（37.4％）で７割以上を占めている。なお、参考までに平成２５年国民生活基礎調査の

世帯状況と比べると、被爆者のほうが２人以下の世帯の割合が大きい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成25年国民生活基礎調査は、手助けや見守りを要する者のいる世帯の割合である。 

※国民生活基礎調査の大規模調査の直近が平成25年であるため、平成25年国民生活基礎調査と比較した。 

図２－１４－３ 世帯人員別、手助けや見守りを必要とする者の状況 

 
 

手助けや見守りを必要とする者10,288人のうち、家族介護手当の受給は1.5％、介護手当の受給は2.5％と

なっており、その他手当については健康管理手当79.7％、医療特別手当7.8％等となっている（図２－１４－

４）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図２－１４－４ 手助けや見守りを必要とする者の被爆者援護法による手当受給状況 

（総数：10,288人)
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日常生活の自立の状況 （２）

在宅の手助けや見守りを必要とする者10,288人のうち、「何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立

しており独力で外出できる」者が3,486人（33.9％）、「屋内での生活はおおむね自立しているが、介助なしに

は外出できない」者が3,995人（38.8％）、「屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上での生活が

主体であるが座った姿勢を保つことはできる」者が1,604人（15.6％）、「１日中ベッドで過ごし排せつ、食事、

着替えに介助を要する」者が635人（6.2％）となっている（図２－１４－５）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※数値は、「手助けや見守りを必要とする者」のうちの構成割合。 

図２－１４－５ 手助けや見守りを必要とする者の、日常生活の自立の状況 

 
 

参考までに、70歳以上の回答者に限定して、平成２５年国民生活基礎調査と比較すると図２－１４－６のと

おりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※数値は、調査対象者のうちの70歳以上の者に占める割合。 

図２－１４－６ 日常生活の自立の状況（平成２５年国民生活基礎調査との比較、70歳以上） 

（総数：10,288人)
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また手助けや見守りを必要とする者10,288人のうち自立の状況不詳を除く9,720人について期間別の状況を

見ると、6か月以上が全体の85.7％を占めており（図２－１４－７）、自立の状況別にみると図２－１４－８の

とおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成25年国民生活基礎調査は、70歳以上における手助けや見守りを要する者の期間の 

 割合である。 

※自立の状況不詳の568人を除く。 

図２－１４－７ 手助けや見守りを必要とする者の期間別の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－８ 手助けや見守りを必要とする者の自立の状況別、期間別の状況 
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手助けや見守りを必要とする者10,288人について、被爆区分別にみると図２－１４－９のとおりであり、被

爆者援護法による手当の受給状況別にみると図２－１４－１０のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－９ 被爆区分別、日常生活の自立の状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※手当の受給の有無が不詳の122人を除く。 

図２－１４－１０ 被爆者援護法による手当の受給状況別、日常生活の自立の状況 
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手助けや見守りを必要とする者10,288人の受療内容をみると、通院が76.3％と最も多く、次いで入院12.3％、

在宅医療7.6％の順となっている（図２－１４－１１）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図２－１４－１１ 手助けや見守りを必要とする者の、受療の状況 

 

 

これを日常生活の自立の状況別にみると、図２－１４－１２のとおりとなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図２－１４－１２ 日常生活の自立の状況別、受療の状況 
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主に手助けや見守りを行う者の状況 （３）

主に手助けや見守りを行う者の内訳をみると、子供が最も多く38.1％を占め、次いで配偶者26.0％等の順と

なっている。手助けや見守りを必要とする者の年齢階級別にみると、80歳未満までは各階層とも配偶者に介護

を受けている者が多いが、80歳以上になると子供が最も多くなる。また、介護サービスの事業者とその他を合

わせた、家族・親戚以外の者の手助けや見守りを受ける者の割合は85歳以降では年齢階級が高くなるにしたが

ってその割合も高くなっている（図２－１４－１３）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－１３ 年齢階級別、主に手助けや見守りを行う者の状況 
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70 歳以上でみると子供40.4％、配偶者27.1％等となり、平成１７年度調査と比べると、子供、介護サービ

スの事業者の割合は増え、配偶者、子供の配偶者は減っている。なお、参考までに平成２５年国民生活基礎調

査と比較すると、子供の配偶者の割合が低く、介護サービスの事業者の割合が高い（図２－１４－１４）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－１４ 主に手助けや見守りを行う者の状況（70歳以上） 
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主に手助けや見守りを行う者別に、日常生活の自立の状況をみると、図２－１４－１５のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－１５ 主に手助けや見守りを行う者別、日常生活の自立の状況 
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１人世帯の者について、主に手助けや見守りを行う者別に、日常生活の自立の状況をみると、図２－１４－

１６のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－１６ 主に手助けや見守りを行う者別、日常生活の自立の状況（１人世帯） 

  

43.8%

42.3%

33.5%

0.0%

40.4%

37.0%

53.6%

35.8%

28.1%

40.9%

45.3%

0.0%

42.0%

29.2%

21.8%

15.3%

9.4%

10.6%

15.3%

0.0%

10.6%

20.3%

6.4%

10.5%

6.3%

2.7%

2.4%

0.0%

2.1%

7.8%

10.0%

6.1%

12.5%

3.4%

3.5%

100.0%

4.8%

5.7%

8.2%

32.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

配偶者

子

子の配偶者

父母

その他の親族

介護サービス

の事業者

その他

不詳

何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立しており独力で外出できる

屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベット上での生活が主体である
が座った姿勢を保つことはできる

屋内での生活はおおむね自立しているが、介助なしには外出できない

１日中ベット上で過ごし排せつ、食事、着替えに介助を要する

不詳



- 63 - 

日常生活の自立の状況別に、主に手助けや見守りを行う者の状況をみると、図２－１４－１７のとおりであ

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－１７ 日常生活の自立の状況別、主に手助けや見守りを行う者の状況 

 
 
 

１人世帯の者について、日常生活の自立の状況別に、主に手助けや見守りを行う者の状況をみると、図２－

１４－１８のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－１８ 日常生活の自立の状況別、主に手助けや見守りを行う者の状況（１人世帯） 
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主に手助けや見守りを行う者が親族である場合の同居の状況についてみると、70.0％が回答した被爆者と同

居している（図２－１４－１９）。 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１４－１９ 主に手助けや見守りを行う者（親族）の同居の状況 

 
 
 
 

主に手助けや見守りを行う者が同居以外の親族である場合の居住地の状況についてみると、図２－１４－２

０のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－２０ 主に手助けや見守りを行う者（同居以外の親族）の居住地の状況 
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今後、手助けや見守りが必要になったときに特に介護をお願いしたい者24,282人の内訳をみると、配偶者が

最も多く 39.9％を占め、次いで介護サービスの事業者 30.2％等の順となっている。年齢階級別にみると、85

歳未満では配偶者の割合が高く、85歳以上では子供の割合が高くなる（図２－１４－２１）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※総数は年齢不詳を含む。 

図２－１４－２１ 年齢階級別、今後、手助けや見守りが必要になったときに 

特に介護をお願いしたい者の状況 
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今後、手助けや見守りが必要になったときに特に介護をお願いしたい者が親族である場合の同居の状況につ

いてみると、76.1％が回答した被爆者と同居している（図２－１４－２２）。 

 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－２２ 今後、手助けや見守りが必要になったときに特に介護を 

お願いしたい者（親族）の同居の状況 
 
 
 

今後、手助けや見守りが必要になったときに特に介護をお願いしたい者が同居以外の親族である場合の居住

地の状況についてみると、図２－１４－２３のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－２３ 今後、手助けや見守りが必要になったときに特に介護を 

お願いしたい者（同居以外の親族）の居住地の状況 
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入院・入居、手助け・見守りが必要となった原因 （４）

現在、病院に入院中の方や、特別養護老人ホームなどの介護施設、サービス付高齢者向け住宅などに入居中

の方、及び在宅で手助けや見守りを必要とする者が、現在のような状況となった原因(回答者数は 11,180 人)

は図２－１４－２４のとおりである。なお、「その他」を選択した者の原因の記述には、腎臓疾患、神経痛、高

血圧、などがあった。ちなみに、平成２５年国民生活基礎調査による、介護を要する者の介護が必要となった

原因（70歳以上）は、図２－１４－２５のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 
図２－１４－２４ 入院・入居、手助け・見守りが必要となった原因 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 
図２－１４－２５ 70歳以上の者の介護が必要となった原因（平成２５年国民生活基礎調査より） 
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 さらに、現在のような状況となった、主たる原因の割合は、図２－１４－２６のとおりである。ちなみに、

平成２５年国民生活基礎調査による、介護を要する者の介護が必要となった主たる原因（70歳以上）は、図２

－１４－２７のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－２６ 入院・入居、手助け・見守りが必要となった主たる原因 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－２７ 70歳以上の者の介護が必要となった主たる原因（平成２５年国民生活基礎調査より） 
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また、入院や入居中の者3,077人の、現在のような状況となった原因、及び主たる原因は図２－１４－２８、

図２－１４－２９のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図２－１４－２８ 入院・入居が必要となった原因 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１４－２９ 入院・入居が必要となった主たる原因  
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１５. 介護保険制度の認定等状況 

介護保険制度の申請・認定等状況 （１）

介護保険制度の要支援・要介護の認定を受けている者は、12,148人（男性3,473人、女性8,675人）で、そ

の割合は31.4％（男性15,762人の22.0％、女性22,891人の37.9％）となっており、女性のほうが要支援・

要介護の認定を受けている割合が高い。また、平成１７年度調査では要支援・要介護の認定を受けている者の

割合は17.3％であり、割合は増加している（図２－１５－１）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１５－１ 介護保険制度の申請及び認定等状況 

  

  (総数)

  (男)

  (女)

17.3%

31.4%

53.1%

51.8%

0.5%

0.8%

0.8%

0.9%

28.2%

15.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

平成17年度

(48,689人)

平成27年度

(38,653人)

認定を申請
していない

自立と認定
された

認定を申請中

要支援・要介護の認定を受けている

不詳

認定を受けていない

11.4%

22.0%

61.4%

61.4%

0.5%

0.8%

0.6%

1.1%

26.1%

14.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

平成17年度

(20,582人)

平成27年度

(15,762人)

21.7%

37.9%

47.1%

45.3%

0.5%

0.8%

0.9%

0.8%

29.8%

15.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

平成17年度

(28,106人)

平成27年度

(22,891人)



- 71 - 

また、年齢階級別にみると、高齢になるにしたがって認定を受けている割合が高くなっている （図２－１５

－２）。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１５－２ 年齢階級別、介護保険制度の申請及び認定等状況 
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要支援・要介護の認定を受けている者12,148人のうち、「要支援１」と認定された者が最も多く20.2％（要

支援・要介護の認定を受けている男性3,473人の20.6％、要支援・要介護の認定を受けている女性8,675人の

20.0％）となっており、次いで「要支援２」17.6％（男性 15.4％、女性 18.5％）、「要介護１」17.5％（男性

18.5％、女性17.2％）となっている。なお、介護保険制度の改正により平成２７年度調査では平成１７年度調

査の要支援は要支援１に、要介護１は要支援２と要介護１にそれぞれ分かれている（図２－１５－３）。また、

要介護度の状況を年齢階級別にみると、図２－１５－４のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成18年4月より要支援は要支援１に、要介護１は要支援２と要介護１に分かれた。 

図２－１５－３ 要支援・要介護認定者の要介護度の状況 
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図２－１５－４ 年齢階級別、要支援・要介護認定者の要介護度の状況 
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なお、参考までに70歳以上の要支援・要介護の認定を受けている者12,093人について、平成２５年国民生

活基礎調査における要支援・要介護認定者の要介護度の状況と比較すると、図２－１５－５のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※数値は、回答者のうちの70歳以上の要支援・要介護の認定を受けた者のうちの構成割合。 

※平成２５年国民生活基礎調査における人数は、介護を要する者数10万対。 

図２－１５－５ 要支援・要介護度の状況（平成２５年国民生活基礎調査との比較、70歳以上） 
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要支援または要介護の認定を受けている者と受けていない者の被爆者援護法による手当の受給状況をみると、

図２－１５－６のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１５－６ 要支援・要介護の認定状況別、被爆者援護法による手当の受給状況 
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介護保険制度によるサービスの利用状況 （２）

要支援・要介護の認定を受けた12,148人のうち、平成27年10月中に介護保険制度によるサービスを利用し

た者は10,023人（男性2,770人、女性7,253人）で、その割合は82.5％（要支援・要介護の認定を受けてい

る男性3,473人の79.8％、要支援・要介護の認定を受けている女性8,675人の83.6％）となっており、平成１

７年度調査の介護保険制度によるサービスを利用した者の割合 80.0％より、2.5％増えている（図２－１５－

７）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１５－７ 介護保険制度によるサービスの利用の有無 
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年齢階級別にみると図２－１５－８のとおりであり、100 歳以上を除き年齢が高くなるほど利用した者の割

合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１５－８ 年齢階級別、介護保険制度によるサービスの利用の有無 
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要支援・要介護の認定を受けた12,148人で介護保険制度によるサービスを利用した10,023人について、サ

ービスの種類別に利用した者の割合をみると、「通所系サービス」を利用した者が最も多く5,335人（53.2％）、

次いで「訪問系サービス」が3,572人（35.6％）、「入所・入院サービス」が1,760人（17.6％）となっている。

なお、「その他」を選択した者のサービスの内容の記述には、福祉用具貸与、住宅改修補助、小規模多機能型サ

ービス、などがあった（図２－１５－９）。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図２－１５－９ サービスの種類別、利用した者の割合 

  

(総数：10,023人)

35.6%

53.2%

10.2%

17.6%

8.2%

3.8%

0.5%

37.4%

55.5%

9.2%

14.8%

6.4%

4.2%

0.5%

35.0%

52.4%

10.5%

18.6%

8.9%

3.6%

0.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

訪問系

サービス

通所系

サービス

短期入所

サービス

入所・入院

サービス

居住系

サービス

その他

不詳

総数 女男



- 79 - 

要支援・要介護の認定を受けた12,148人で介護保険制度によるサービスを利用した10,023人について、利

用したサービスの種類別に、利用者の要介護度の状況についてみると、訪問系サービス、通所系サービスでは、

要支援１、要支援２、および要介護１の者の利用が６割以上を占めており、短期入所サービス、入所・入院サ

ービス、居住系サービスでは要介護度２以上の者の割合が高くなっている（図２－１５－１０）。 

ちなみに、平成２５年国民生活基礎調査による居宅サービス（訪問系サービス、通所系サービス、短期入所

サービス）の要介護度別利用状況は、図２－１５－１１のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図２－１５－１０ サービスの種類別、要介護度の状況 
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※複数回答あり。 

図２－１５－１１ 利用した居宅サービスの種類別、要介護度の状況 

（平成２５年国民生活基礎調査より） 
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要支援・要介護の認定を受けた12,148人で介護保険制度によるサービスを利用した10,023人の利用したサ

ービスの種類別に、被爆者援護法による手当の受給状況についてみると、図２－１５－１２のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図２－１５－１２ 利用したサービスの種類別、被爆者援護法による手当の受給状況 
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１６. 苦労、心配していることの状況 

被爆者であることから苦労したり、心配していることがあると回答した者は25,079 人で、その割合は64.9％

（男性10,510人、女性14,569人）であり、平成１７年度調査の33,628人で、その割合69.1％（男性14,404人、

女性19,223人、不詳1人）と比べ、割合が減少している。 

事項別にみると、「自分や配偶者の健康」を挙げる者が、16,458 人（42.6％）と最も多く、次いで「子や孫の

健康」14,874 人（38.5％）、「今後の生活」9,940 人（25.7％）、「経済上の困窮」4,337 人（11.2％）、「家族の将

来」2,834 人（7.3％）の順となっている。なお、「その他」を選択した者の苦労・心配の記述には、独居生活に

ついて、住居について、将来の社会について、などがあった（図２－１６－１）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※上の図はそれぞれ、平成17年度は48,689人、平成27年度は38,653人に対する割合。 

※複数回答あり。 

図２－１６－１ 苦労・心配の状況 

 
 
 
 

 

注 5) 平成１７年度調査の「自分や家族の健康」という選択肢を平成２７年度調査では「自分や配偶者の健康」と「子や孫の健康」に分けたた

め、単純な比較はできない。  
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苦労・心配があると回答した25,079 人の事項を年齢階級別にみると、図２－１６－２のとおりであり、69歳

～89歳までは「自分や配偶者の健康」が最も多いが、90歳以上は「子や孫の健康」が最も多くなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図２－１６－２ 年齢階級別、苦労・心配の状況  
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苦労・心配があると回答した25,079人の事項を被爆区分別にみると、図２－１６－３のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              ※複数回答あり。 

図２－１６－３ 被爆区分別、苦労・心配の状況 
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また、苦労・心配があると回答した25,079人の世帯所得別の苦労・心配の状況についてみると図２－１６－４

のとおりであり、不詳を除き「自分や配偶者の健康」を挙げる者が最も多い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図２－１６－４ 世帯所得別、苦労・心配の状況 
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第３章 調査の結果【国外調査編】 

１. 被爆者の地域別内訳 

回答した被爆者2,758人の居住国（地域）は表３－１－１のとおりであり、韓国（2,064人）、米国（508人）、

ブラジル（94人）に居住する者が2,666人で、回答者の96.7％を占めている。そのうち、韓国、米国の2カ国で

９割以上を占めている。また、居住地域別にみると、表３－１－２のとおりである。 

 

表３－１－１ 居住国（地域）別、回答者数とその割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－１－２ 居住地域別、回答者数とその割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

回答者数 割合 回答者数 割合

韓国 1,730 69.2% 2,064 74.8%

米国 573 22.9% 508 18.4%

ブラジル 107 4.3% 94 3.4%

カナダ 23 0.9% 25 0.9%

台湾 14 0.6% 11 0.4%

オーストラリア 14 0.6% 10 0.4%

その他 38 1.5% 46 1.7%

合　計 2,499 100.0% 2,758 100.0%

居住国（地域）
平成１７年度調査 平成２７年度調査

回答者数 割合 回答者数 割合

東アジア 1,748 69.9% 2,081 75.5%

北米 596 23.8% 533 19.3%

中南米 116 4.6% 104 3.8%

東南アジア 12 0.5% 14 0.5%

欧州 10 0.4% 16 0.6%

オセアニア 15 0.6% 10 0.4%

中東 1 0.0% 0 0.0%

アフリカ 1 0.0% 0 0.0%

合　計 2,499 100.0% 2,758 100.0%

居住地域
平成１７年度調査 平成２７年度調査
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２. 性・年齢構成 

性別についてみると、男性1,120人（40.6％）、女性1,638人（59.4％）で女性が多いが、平成１７年度調査(男

性41.7％、女性58.3％)の性別割合とほぼ一致している。また、国内調査（男性40.8％、女性59.2％）の性別割

合ともほぼ一致している。 

回答者の平均年齢は77.3歳（男性76.6歳、女性77.7歳）となっており、平成１７年度調査の69.9歳(男性

69.2歳、女性70.5歳)と比較して7.4歳年齢が高くなっている。また、国内調査の80.1歳（男性79.0歳、女性

80.9歳。年齢不詳を除く）と比較すると2.8歳年齢が低くなっている。 

年齢構成を10歳階級別にみると図３－２－１のとおりであり、男性、女性とも70～79歳の者が最も多く、次

いで80～89歳等の順となっている。また、回答者の年齢構成は図３－２－２のとおりである。 

  
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      ※上記の図では、年齢不詳を除く。 

図３－２－１ 回答者の性・年齢構成  
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図３－２－２ 回答者の性・年齢構成（各歳） 
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３. 被爆状況 

被爆地別にみると、広島で被爆した者は2,535人、91.9％（平成１７年度調査2,207人、88.3％）、長崎で被爆

した者は223人、8.1％（平成１７年度調査292人、11.7％）である。なお、二重被爆者はいなかった（図３－３

－１）。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－３－１ 被爆地・居住国別、回答者の割合 

 
 

被爆区分別にみると１号被爆者は2,402人（87.1％）、２号被爆者は151人（5.5％）、３号被爆者は79人（2.9％）、

４号被爆者は126人（4.6％）となっている（図３－３－２）。また、居住国別にみると図３－３－３のとおりで

ある。なお、平成１７年度調査における被爆区分別の割合は、１号被爆者88.2％、２号被爆者6.8％、３号被爆

者2.3％、４号被爆者2.7％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３－２ 被爆区分別、回答者の割合 
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図３－３－３ 居住国別、被爆区分別、回答者の割合 
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被爆区分の割合を性別にみると、男性では１号被爆者87.0％、２号被爆者6.0％、３号被爆者1.8％、４号被

爆者5.3％であり、女性では１号被爆者87.2％、２号被爆者5.1％、３号被爆者3.6％、４号被爆者4.1％である

（図３－３－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３－４ 性・被爆区分別、回答者の割合 

 

 

被爆地別に被爆区分の割合をみると、広島被爆では、１号被爆者87.4％、２号被爆者5.4％、３号被爆者2.6％、

４号被爆者4.6％であり、長崎被爆では、１号被爆者83.4％、２号被爆者6.3％、３号被爆者5.8％、４号被爆者

4.5％である（図３－３－５、図３－３－６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３－５ 被爆区分別、回答者の割合    図３－３－６ 被爆区分別、回答者の割合 

               （広島被爆）                 （長崎被爆） 
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また、１号被爆者2,402 人の被爆距離別の割合を被爆地別にみると、広島被爆では1.6～2.0km（27.3％）、長

崎被爆では3.6km以上（32.8％）が最も多くなっている（図３－３－７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３－７ 被爆地・被爆距離別、回答者数とその割合（１号被爆者） 
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４. 世帯の状況 

世帯人員の構成割合についてみると２人世帯（40.8％）が最も多く、次いで１人世帯（26.5％）、３人世帯（12.8％）

等の順となっており、平成１７年度調査と比べて、４人以上の世帯が減少し２人以下の世帯が増加している。ま

た、国内調査と比べると、１人世帯は3.2％、２人世帯は4.0％、３人世帯は2.2％、少ない結果となっている（図

３－４－１）。居住国別にみると、図３－４－２のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４－１ 世帯人員数の構成割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４－２ 居住国別、世帯員数の構成割合 
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また、１人世帯の回答者 731 人の年齢階級別割合は図３－４－３のとおりであり、最も多いのは 70～79 歳で

58.4％となっている。平均世帯人員数は2.48人で、平成１７年度調査の3.45人と比べて0.97人減っている。ま

た、国内調査の平均世帯人員数2.15人よりも多くなっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－４－３ 性・年齢階級別、１人世帯の状況 
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また、同居の有無についてみると、回答者の2,027人（73.5％）が配偶者等と同居しており、その続柄の種別

は、配偶者が1,381人（68.1％）、子供が899人（44.4％）、孫が392人（19.3％）、子供の配偶者が320人（15.8％）、

兄弟姉妹が83人（4.1％）（図３－４－４、図３－４－５）等となっている。なお、ここでは、１人世帯の者を「同

居人なし」、それ以外の者を「同居人あり」としている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－４－４ 同居人の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。割合は、「同居人あり」2,027人に対する割合である。 

図３－４－５ 同居人の続柄 
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本人を含む世帯内の被爆者健康手帳交付人数の構成割合についてみると、１人世帯（本人のみ）2,504人（90.8％）

が最も多く、次いで２人世帯162人（5.9％）となっており、96.7％が２人以下の世帯となっている（図３－４－

６）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－４－６ 世帯内の被爆者健康手帳交付人数の構成割合 

  

90.8%

5.9% 1.8% 1.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

総数

(2,758人)

3人以上1人 2人 不詳



- 97 - 

５. 収入を伴う仕事の有無 

ふだん、収入を伴う仕事をしている回答者は174人で、その割合は6.3％（男性1,120人の10.5％、女性1,638

人の3.4％）であり、平成１７年度調査（11.0％）と比較すると4.7％減少している（図３－５－１）。また、居

住国別にみると、図３－５－２のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５－１ 収入を伴う仕事の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５－２ 居住国別、収入を伴う仕事の有無 
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仕事をしている者の割合を性別、年齢階級別にみると、図３－５－３のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５－３ 性・年齢階級別、仕事をしている者の状況 
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６. 在外被爆者支援施策の周知および利用の状況 

在外公館等を通じての申請 （１）

在外被爆者が住んでいる国の日本大使館・日本総領事館等を通じて被爆者健康手帳、健康管理手当、健康診

断受診者証等の申請を行うことができること（以下、「在外公館等を通じての申請」という。）についてみると、

知っている者は2,313人（83.9％）、知らない者は379人（13.7％）である（図３－６－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６－１ 居住国別、在外公館等を通じての申請の周知状況 
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在外公館等を通じての申請を知っていると回答した者2,313人のうち、住んでいる国にいる親族や友人・知

人によって知った者は 578 人（25.0％）、住んでいる国にある関係団体（被爆者協会等）によって知った者は

1,625 人（70.3％）、住んでいる国にある日本大使館・日本総領事館等によって知った者は83人（3.6％）、日

本にいる親族や友人・知人によって知った者は214人（9.3％）、日本の役所からのお知らせによって知った者

は152人（6.6％）等となっている。なお、「その他」を選択した者が記述した内容としては、テレビ・新聞等、

日本にある関係団体（被爆者協会等）、インターネット、などがあった（図３－６－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図３－６－２ 居住国別、在外公館等を通じての申請を何によって知ったか 
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渡日治療支援事業 （２）

渡日して治療を受けることを支援する事業（以下、「渡日治療支援事業」という。）についてみると、知って

いる者は2,165人（78.5％）、知らない者は534人（19.4％）である（図３－６－３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６－３ 居住国別、渡日治療支援事業の周知状況 
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渡日治療支援事業を知っていると回答した者2,165人のうち、住んでいる国にいる親族や友人・知人によっ

て知った者は 437 人（20.2％）、住んでいる国にある関係団体（被爆者協会等）によって知った者は 1,649 人

（76.2％）、住んでいる国にある日本大使館・日本総領事館等によって知った者は50人（2.3％）、日本にいる

親族や友人・知人によって知った者は122人（5.6％）、日本の役所からのお知らせによって知った者は147人

（6.8％）等となっている。なお、「その他」を選択した者が記述した内容としては、テレビ・新聞等、医師等

派遣事業、住んでいる国以外にいる親族や友人・知人、などがあった（図３－６－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図３－６－４ 居住国別、渡日治療支援事業を何によって知ったか 
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渡日治療支援事業を知っていると回答した者 2,165 人のうち、この事業を利用したことがある者は 934 人

（43.1％）であり、利用したことはない者は1,149人（53.1％）である（図３－６－５）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－６－５ 居住国別、渡日治療支援事業の利用状況 
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体等の勧誘、などがあった（図３－６－６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６－６ 居住国別、渡日治療支援事業の利用回数  
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医師等派遣事業 （３）

日本から専門医を派遣して、在外被爆者が住んでいる国で健康相談等を実施する事業（以下、「医師等派遣事

業」という。）についてみると、知っている者は2,141人（77.6％）、知らない者は522人（18.9％）である（図

３－６－７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６－７ 居住国別、医師等派遣事業の周知状況 
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医師等派遣事業を知っていると回答した者2,141人のうち、住んでいる国にいる親族や友人・知人によって

知った者は264人（12.3％）、住んでいる国にある関係団体（被爆者協会等）によって知った者は1,844人（86.1％）、

住んでいる国にある日本大使館・日本総領事館等によって知った者は23人（1.1％）、日本にいる親族や友人・

知人によって知った者は45人（2.1％）、日本の役所や医師会等からのお知らせによって知った者は121人（5.7％）

等となっている。なお、「その他」を選択した者が記述した内容としては、テレビ・新聞等、居住国の病院、イ

ンターネット、などがあった（図３－６－８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図３－６－８ 居住国別、医師等派遣事業を何によって知ったか 
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医師等派遣事業を知っていると回答した者 2,141 人のうち、この事業を利用したことがある者は 1,729 人

（80.8％）であり、利用したことはない者は392人（18.3％）である（図３－６－９）。居住国別にみるとブラ

ジル在住者の利用率が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６－９ 居住国別、医師等派遣事業の利用状況 

 

 

 

この事業を利用したことがある者1,729人の利用回数の状況をみてみると、２回が最も多く496人（28.7％）、

次いで１回が424人（24.5％）となっている（図３－６－１０）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６－１０ 居住国別、医師等派遣事業の利用回数  
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この事業を利用したことはない者392人のうち、今後、利用したいと考えている者は249人（63.5％）であ

り、今後も利用する考えはない者は104人（26.5％）となっている（図３－６－１１）。なお、「今後も利用す

る考えはない」を選択した者が記述した内容としては、国内の病院で健康相談が可能なため、距離が遠いため、

高齢等の理由で移動が困難、などがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６－１１ 居住国別、医師等派遣事業を利用したことはない者の状況 
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現地健康診断事業 （４）

在外被爆者が住んでいる国で健康診断を実施する事業（以下、「現地健康診断事業」という。）についてみる

と、知っている者は2,229人（80.8％）、知らない者は414人（15.0％）である（図３－６－１２）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－６－１２ 居住国別、現地健康診断事業の周知状況 
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現地健康診断事業を知っていると回答した者2,229人のうち、住んでいる国にいる親族や友人・知人によっ

て知った者は 291 人（13.1％）、住んでいる国にある関係団体（被爆者協会等）によって知った者は 1,958 人

（87.8％）、住んでいる国にある日本大使館・日本総領事館等によって知った者は30人（1.3％）、日本にいる

親族や友人・知人によって知った者は37人（1.7％）、日本の役所や医師会等からのお知らせによって知った者

は113人（5.1％）等となっている。なお、「その他」を選択した者が記述した内容としては、テレビ・新聞等、

居住国の病院、などがあった（図３－６－１３）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

         ※複数回答あり。 

図３－６－１３ 居住国別、現地健康診断事業を何によって知ったか  
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保健医療助成事業 （５）

在外被爆者が住んでいる国の医療機関で治療を受けた場合に、その負担した医療費等に対して助成を行う事

業（以下、「保健医療助成事業」という。）についてみると、知っている者は2,356人（85.4％）、知らない者は

277人（10.0％）である（図３－６－１４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６－１４ 居住国別、保健医療助成事業の周知状況 
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保健医療助成事業を知っていると回答した者2,356人のうち、住んでいる国にいる親族や友人・知人によっ

て知った者は 298 人（12.6％）、住んでいる国にある関係団体（被爆者協会等）によって知った者は 1,908 人

（81.0％）、住んでいる国にある日本大使館・日本総領事館等によって知った者は34人（1.4％）、日本にいる

親族や友人・知人によって知った者は 66 人（2.8％）、日本の役所からのお知らせによって知った者は 238 人

（10.1％）等となっている。なお、「その他」を選択した者が記述した内容としては、テレビ・新聞等、住んで

いる国以外にいる親族や友人・知人、インターネット、などがあった（図３－６－１５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     ※複数回答あり。 

図３－６－１５ 居住国別、保健医療助成事業を何によって知ったか  
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保健医療助成事業を知っていると回答した者2,356人のうち、この事業を利用したことがある者は2,084人

（88.5％）であり、利用したことはない者は230人（9.8％）である（図３－６－１６）。居住国別にみると韓

国在住者の利用率が高い。なお、「利用したことはない」を選択した者の利用しない理由の記述には、加入して

いる保険等で対応できている、治療が必要な状態にない、情報が不足している、などがあった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６－１６ 居住国別、保健医療助成事業の利用状況 

 

 

また、この事業を利用したことがある者2,084人のうち、今後も利用したいと考えている者は2,033人（97.6％）

であり、今後は利用しないと答えた者は20人（1.0％）となっている。なお、「今後は利用しない」を選択した

者の利用しない理由の記述には、高齢等の理由で通院が困難、重度の病状でより専門治療が必要、現在、治療

が必要な状態に無い、などがあった（図３－６－１７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６－１７ 居住国別、保健医療助成事業を利用した者の状況 
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７. 民間医療保険の加入状況 

居住国が南米の回答者について、民間保険会社の医療保険に加入している者は58人（56.3％）であり、加入し

ていない者は42人（40.8％）である（図３－７－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－７－１ 居住国別、民間医療保険の加入状況(南米） 

 
 
 

ブラジルについて、民間医療保険の１年間の保険料額をみてみると、図３－７－２のとおりで、6,000 レアル

以上が６割以上である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     ※１レアル＝３１円（平成２７年１１月１日現在）。 

図３－７－２ 民間医療保険の１年間の保険料額（ブラジル）  
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また、民間医療保険に加入している58人の、加入している医療保険で医療を受けられる人数は、１人（33人、

56.9％）が最も多く、次いで２人（9人、15.5％）となっている（図３－７－３）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－７－３ 加入している医療保険で医療を受けられる人数 
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８. 受療の状況 

平成２７(２０１５)年１０月の１か月間における受療内容をみると、入院していた者は回答者の14.5％、在宅

で医療を受けていた者は4.7％、病院・診療所（歯科を含む）へ通院した者は72.0％、入院も通院もしなかった

者は10.3％となっている（図３－８－１）。また、居住国別にみると、図３－８－２のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図３－８－１ 受療の状況 
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※複数回答あり。 

図３－８－２ 居住国別、受療の状況 

 
 

性別、年齢階級別にみると、図３－８－３～図３－８－５のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図３－８－３ 年齢階級別、受療の状況（総数） 
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※複数回答あり。 

図３－８－４ 年齢階級別、受療の状況（男性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図３－８－５ 年齢階級別、受療の状況（女性）  
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居住国（地域）別の受療の状況は、表３－８－１のとおりである。 

 
表３－８－１ 居住国（地域）別、受療の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（複数回答あり)

受療割合

総数 (歯科以外) (歯科)

全　体 2,758 2,249 400 129 1,985 1,804 741 81.5% 283 226

韓国 2,064 1,850 352 104 1,622 1,493 577 89.6% 84 130

米国 508 284 30 15 267 226 123 55.9% 160 64

ブラジル 94 59 11 7 46 43 18 62.8% 18 17

カナダ 25 14 2 0 12 9 6 56.0% 6 5

台湾 11 8 1 0 7 7 2 72.7% 2 1

オーストラリア 10 6 0 0 6 6 2 60.0% 2 2

タイ 3 3 1 0 3 2 2 100.0% 0 0

フィリピン 4 3 1 0 2 2 1 75.0% 0 1

アルゼンチン 5 4 1 0 3 2 1 80.0% 1 0

中国 5 4 0 3 4 3 2 80.0% 1 0

ボリビア 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 1 0

ドイツ 4 4 1 0 3 2 2 100.0% 0 0

フランス 2 2 0 0 2 2 0 100.0% 0 0

インドネシア 3 2 0 0 2 2 2 66.7% 0 1

シンガポール 2 1 0 0 1 1 1 50.0% 1 0

ベトナム 2 0 0 0 0 0 0 0.0% 2 0

ペルー 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 0 1

メキシコ 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 1 0

イギリス 4 2 0 0 2 2 0 50.0% 1 1

ポルトガル 1 1 0 0 1 0 1 100.0% 0 0

パラグアイ 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 0 1

オランダ 2 2 0 0 2 2 1 100.0% 0 0

ベルギー 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 0 1

スイス 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 0 1

北朝鮮 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 1 0

ウルグアイ 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 1 0

モナコ 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 1 0

受療なし 不詳総数

受療あり

通院
総数 入院 在宅医療
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また、ふだん仕事をしていない者 2,538 人の受療の状況をみると入院が 14.4％、在宅医療が 4.6％、通院が

72.5％となっている（図３－８－６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図３－８－６ ふだん仕事をしていない者の受療状況 
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９. 介護等の状況 

手助けや見守りを必要とする者の状況 （１）

自宅に住んでいる回答者2,627人（回答が未記入の46人を除く）のうち、日常生活を送る上で、だれかの手

助けや見守りが必要な者は、1,203人（男性434人、女性769人）で、自宅に住んでいる回答者2,627人の45.8％

（男性40.5％、女性49.4％）を占めており、平成１７年度調査の62.0％と比べると16.2％減っている（図３

－９－１）。また、居住国別にみると、図３－９－２のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※回答が未記入の者は除く。 

図３－９－１ 手助けや見守りを必要とする者の状況 
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※回答が未記入の者は除く。 
図３－９－２ 居住国別、手助けや見守りを必要とする者の状況 

 
 
 

年齢階級別にみると、図３－９－３のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      ※回答が未記入の者は除く。 

図３－９－３ 年齢階級別、手助けや見守りを必要とする者の状況 
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手助けや見守りを必要とする者1,203人の世帯状況を見ると、図３－９－４のとおりであり、2人世帯（39.0％）

が最も多く、次いで1人世帯（26.3％）となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図３－９－４ 世帯人員別、手助けや見守りを必要とする者の状況 
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日常生活の自立の状況 （２）

在宅の手助けや見守りを必要とする者1,203人のうち、「何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立し

ており独力で外出できる」者が619人（51.5％）で最も多く、「屋内での生活はおおむね自立しているが、介助

なしには外出できない」者が339人（28.2％）、「屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上での生

活が主体である」者が124人（10.3％）、「１日中ベッドで過ごし排せつ、食事、着替えに介助を要する」者が

71人（5.9％）となっている（図３－９－５）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－９－５ 居住国別、手助けや見守りを必要とする者の、日常生活の自立の状況 
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また、手助けや見守りを必要とする者1,203人のうち自立の状況不詳を除く1,153人について期間別の状況

を見ると、6か月以上が全体の76.8％を占めており（図３－９－６）、自立の状況別に見ると図３－９－７のと

おりである。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                            ※自立の状況不詳の50人を除く。 

図３－９－６ 手助けや見守りを必要とする者の、期間別の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－９－７ 手助けや見守りを必要とする者の自立の状況別、期間別の状況 

  

2.2% 2.1%
2.7%

7.5% 19.4% 15.4% 14.5% 12.1% 7.9% 16.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1か月未満 3か月～6か月未満1か月～3か月未満

6か月～1年未満

不詳

10年～20年未満

1年～3年未満

5年～10年未満

3年～5年未満

20年以上

2.9%

0.6%

3.2%

1.4%

1.3%

3.5%

1.6%

2.8%

1.9%

2.4%

4.8%

7.0%

5.8%

10.3%

8.9%

7.0%

17.4%

23.6%

21.0%

14.1%

12.4%

17.4%

18.5%

25.4%

12.9%

14.7%

16.1%

23.9%

14.7%

8.6%

10.5%

8.5%

9.7%

6.5%

6.5%

1.4%

20.8%

12.4%

8.9%

8.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

何らかの障害等を有するが、

日常生活はほぼ自立しており

独力で外出できる

(619人)

屋内での生活は

おおむね自立しているが、

介助なしには外出できない

(339人)

屋内での生活は何らかの

介助を要し、日中もベッド上

での生活が主体であるが座っ

た姿勢を保つことはできる

(124人)

１日中ベット上で過ごし

排せつ、食事、着替えに

介助を要する

(71人)

1か月未満 3か月～6か月未満1か月～3か月未満

6か月～1年未満

不詳

10年～20年未満

1年～3年未満

5年～10年未満

3年～5年未満

20年以上



- 125 - 

手助けや見守りを必要とする者1,203人の受療内容を見ると、通院が76.1％と最も多く、次いで入院21.0％、

在宅医療6.7％の順となっている（図３－９－８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 ※複数回答あり。 

図３－９－８ 手助けや見守りを必要とする者の、受療の状況 

 

 

 

この受療の状況を日常生活の自立の状況別にみると、図３－９－９のとおりとなっている。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                 ※複数回答あり。 

図３－９－９ 日常生活の自立の状況別、受療の状況 

  

21.0%

6.7%

76.1%

5.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

入院

在宅医療

通院総数

受療なし

（総数：1,203人）

253人

81人

916人

61人

14.7%

18.0%

40.3%

46.5%

6.3%

5.6%

6.5%

14.1%

84.2%

74.9%

65.3%

39.4%

4.2%

6.8%

3.2%

9.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

何らかの障害等を有するが、

日常生活はほぼ自立しており

独力で外出できる

(619人)

屋内での生活はおおむね自立

しているが、介助なしには

外出できない

(339人)

屋内での生活は何らかの

介助を要し、日中もベット上

での生活が主体であるが座った

姿勢を保つことはできる

(124人)

１日中ベット上で過ごし

排せつ、食事、着替えに

介助を要する

(71人)  

入院 通院総数在宅医療 受療なし



- 126 - 

主に手助けや見守りを行う者の状況 （３）

主に手助けや見守りを行う者の内訳をみると、配偶者が最も多く36.6％を占め、次いで子供32.9％等の順と

なっている。手助けや見守りを必要とする者の年齢階級別にみると、80歳未満までは各階層とも配偶者に介護

を受けている者が多いが、80歳以上になると子供が最も多くなっている（図３－９－１０）。 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－９－１０ 年齢階級別、主に手助けや見守りを行う者の状況 
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また、70歳以上でみると配偶者36.3％、子供33.2％等となり、平成１７年度と比べると、介護サービスの

事業者（平成１７年度の「親族以外のもの」に含まれる）、配偶者、子供の割合は増え、子供の配偶者、その他

の親族は減っている（図３－９－１１）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図３－９－１１ 主に手助けや見守りを行う者の状況（70歳以上） 
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主に手助けや見守りを行う者別に、日常生活の自立の状況についてみると、図３－９－１２のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                               ※「父母」は該当する回答が無かった。 

図３－９－１２ 主に手助けや見守りを行う者別、日常生活の自立の状況 
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１人世帯の者について、主に手助けや見守りを行う者別に、日常生活の自立の状況をみると、図３－９－１

３のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                               ※「父母」は該当する回答が無かった。 

図３－９－１３ 主に手助けや見守りを行う者別、日常生活の自立の状況（１人世帯） 
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日常生活の自立の状況別に、主に手助けや見守りを行う者の状況をみると、図３－９－１４のとおりである。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－９－１４ 日常生活の自立の状況別、主に手助けや見守りを行う者の状況 

 
 

１人世帯の者について、日常生活の自立の状況別に主に手助けや見守りを行う者の状況をみると、図３－９

－１５のとおりである。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－９－１５ 日常生活の自立の状況別、主に手助けや見守りを行う者の状況（１人世帯） 
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主に手助けや見守りを行う者が親族である場合の同居の状況についてみると、75.3％が回答した被爆者と同

居している（図３－９－１６）。 

 

 
 
 
 
 
 

図３－９－１６ 主に手助けや見守りを行う者（親族）の同居の状況 
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今後、手助けや見守りが必要になったときに特に介護をお願いしたい者1,423人の内訳をみると、配偶者が

最も多く35.8％を占め、次いで介護サービスの事業者30.3％の順となっている。年齢階級別にみると、80歳

未満では配偶者の割合が高く、80歳以上では子供の割合が高くなる（図３－９－１７）。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－９－１７ 年齢階級別、今後、手助けや見守りが必要になったときに 
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今後、手助けや見守りが必要になったときに特に介護をお願いしたい者が親族である場合の同居の状況につ

いてみると、これらの者の72.1％が回答した被爆者と同居している（図３－９－１８）。 

 
 
 

 
 
 
 
 

図３－９－１８ 今後、手助けや見守りが必要になったときに 
特に介護をお願いしたい者（親族）の同居の状況 
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入院・入居、手助け・見守りが必要となった原因 （４）

現在、病院に入院中の方や、老人ホームなどの介護施設に入居中の方、及び在宅で手助けや見守りを必要と

する者が、現在のような状況となった原因（回答者数は 1,142 人）は図３－９－１９のとおりである。なお、

「その他」を選択した者の原因の記述には、高血圧、消化器疾患、甲状腺疾患、などがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図３－９－１９ 居住国別、入院・入居や手助け・見守りが必要となった原因 

  

18.8%

20.8%

10.9%

16.7%

43.3%

12.2%

4.2%

21.1%

19.6%

12.3%

18.8%

33.4%

21.7%

4.4%

19.6%

20.2%

10.2%

17.2%

46.8%

12.0%

4.3%

21.3%

18.1%

11.0%

19.9%

32.6%

22.3%

4.5%

16.2%

23.8%

18.1%

13.3%

25.7%

11.4%

3.8%

17.1%

25.7%

25.7%

13.3%

40.0%

16.2%

5.7%

10.0%

25.0%

10.0%

15.0%

20.0%

12.5%

2.5%

27.5%

27.5%

10.0%

7.5%

30.0%

20.0%

2.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

脳血管疾患

(脳出血、脳梗塞、

脳卒中等)

心臓病

がん

(悪性新生物) 

呼吸器疾患

(肺気腫、肺炎等) 

関節疾患

(リウマチ等) 

認知症

パーキンソン病

糖尿病

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

脊髄損傷

高齢による衰弱

その他

不明

総数 米国韓国 ブラジル



- 135 - 

さらに、現在のような状況となった、主たる原因の割合は、図３－９－２０のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－９－２０ 入院・入居、手助け・見守りが必要となった主たる原因 

  

(総数：平成17年度1,107人、平成27年度1,142人)

7.5%

6.3%

3.1%

5.4%

14.8%

0.9%

0.5%

3.8%

3.9%

2.2%

7.0%

5.3%

4.3%

0.6%

34.2%

8.3%

6.9%

5.5%

4.3%

16.5%

6.0%

1.8%

4.3%

3.6%

3.0%

6.9%

9.3%

9.7%

1.1%

12.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

脳血管疾患

(脳出血、脳梗塞、

脳卒中等)

心臓病

がん(悪性新生物) 

呼吸器疾患(肺気腫、肺炎等) 

関節疾患(リウマチ等) 

認知症

パーキンソン病

糖尿病

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

脊髄損傷

高齢による衰弱

その他

不明

不詳

平成17年度 平成27年度



- 136 - 

また、入院や入居中の者85人の、現在のような状況となった原因、及び主たる原因は、図３－９－２１、図

３－９－２２のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答あり。 

図３－９－２１ 入院・入居が必要となった原因 
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図３－９－２２ 入院・入居が必要となった主たる原因 
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１０. 苦労、心配していることの状況 

被爆者であることから苦労したり、心配していることがあると回答した者は2,406人で、その割合は87.2％（男

性1,006人、女性1,400人）であり、平成１７年度調査の2,223人で、その割合89.0％（男性927人、女性1,296

人）と比べ、割合は減少している。 

事項別にみると、「自分や配偶者の健康」を挙げる者が、1,585人（57.5％）と最も多く、次いで「子や孫の健

康」1,375人（49.9％）、「経済上の困窮」1,115人（40.4％）、「今後の生活」957人（34.7％）の順となっている。

なお、「その他」を選択した者の苦労・心配の記述には、自分の死後のこと、独居生活について、他人とのトラブ

ル、などがあった（図３－１０－１）。また、居住国別にみると、図３－１０－２のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上の図はそれぞれ、平成17年度は2,499人、平成27年度は2,758人に対する割合。 

※複数回答あり。 

図３－１０－１ 苦労・心配の状況 

 
 
 
 

 

注 6) 平成１７年度調査の「自分や家族の健康」という選択肢を平成２７年度調査では「自分や配偶者の健康」と「子や孫の健康」に分けたた

め、単純な比較はできない。  
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※複数回答あり。 

図３－１０－２ 居住国別、苦労・心配の状況 
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苦労・心配があると回答した2,406人の事項を年齢階級別にみると、図３－１０－３のとおりであり、「自分や

配偶者の健康」、「子や孫の健康」を挙げる者が多い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※複数回答あり。 

図３－１０－３ 年齢階級別、苦労・心配の状況 
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第４章 参考資料 

１. 平成２７年度原爆被爆者対策の概要 

基本的な考え方 （１）

原爆被爆者対策については、被爆者が受けた放射線による健康被害という他の戦争犠牲者にはみられない「特

別の犠牲」に着目して、「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づき、医療の給付、諸手当の支給等

の施策を講じている。 

 
「被爆者」の定義 （２）

① １号被爆者；当時の広島・長崎市内又は一定の隣接地域内において直接被爆した人 

② ２号被爆者；2週間以内に爆心地から概ね2kmの区域内に立ち入った人 

③ ３号被爆者；被爆者の救護等に従事した人等 

④ ４号被爆者；①～③に該当する者の、被爆時胎児であった人 

 
以上に該当する者に対して「被爆者健康手帳」を交付し、医療の給付等及び諸手当の支給を行っている。 

 
被爆者援護対策の概要 （３）

① 医療の給付等 

ア 医療の給付等 

・認定疾病医療；原爆放射線に起因する疾病について、医療費を全額国費で負担 
        （別途、厚生労働大臣による認定を受ける必要がある） 
・一般疾病医療；認定疾病以外について、医療保険等の自己負担分を国費で支給 

 
イ 被爆者健康診断；全額国費で年２回一般健診を実施（さらに２回実施可能（うち１回はがん検診可能）） 

 
※なお、施行令に定める一定区域内に被爆時にいた者（胎児含む）に対しては、被爆者健康診断受診証を

交付し、これにより被爆者健康診断を行っている。 
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② 諸手当の支給 

（支給月額は平成２７年度） 

諸 手 当 支 給 要 件 
金額（円） 

（月額） 

ア 医療特別手当 原爆放射線に起因する疾病について、現在その状態

にある人に支給 

138,380 

 

イ 特別手当 アの状態が治った場合に支給 51,100 

 

ウ 原子爆弾小頭症手当 原子爆弾の放射線が原因で、小頭症の状態にある人

に支給 

47,630 

 

   ※上記ア又はイとの併給が可能である  

エ 健康管理手当 造血機能障害等厚生労働省令に定める疾病にかかっ

ている人に支給 

34,030 

 

オ 保健手当 2km以内で直接被爆した人等に支給 17,070 

 

   ただし、原爆の障害作用の影響による身体上の障害

（省令で定める）のある人、又は70歳以上の老人で

配偶者や子供のいない一人暮らしの者は手当が増額

される 

34,030 

 

カ 介護手当 費用介護手当 障害のため身の回りの世話をする人を雇った場合に

支給 

 

     ・重度障害者の場合 104,570 

 

     ・中度障害者の場合 69,710 

 

    ※上記ア～オと併給が可能である  

キ  家族介護手当 重度障害者で、家族が身の回りの世話を行っている

場合に支給 

21,720 

 

     ※上記ア～オと併給が可能である  

ク 葬祭料  被爆者が死亡した場合、葬祭を行う人に支給 206,000 

 

 
③ その他 

・被爆者対策関係施設（原爆病院、原爆養護ホーム）への補助 
・在宅被爆者に対する福祉サービスの実施 
・放射線影響研究所に対する補助など、調査研究等の実施 
・原爆死没者追悼平和祈念館の整備など、原爆死没者追悼事業の実施 
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在外被爆者対策の概要 （４）

① 被爆者援護法に基づく事業 

国外に居住する被爆者についても、被爆者援護法に基づき被爆者健康手帳、原爆症認定、各種手当の申請

及び医療費の申請を行うことができる。 

② 在外被爆者渡航支援等事業 

平成１４年度より、予算事業として実施している。 

【事業例】 
ア 手帳交付のための渡日支援 

被爆者健康手帳等の交付を希望する者のうち経済的事情などにより渡日が困難な者に対して、渡日旅

費の支給を行っている。 

イ 治療のための渡日支援事業 

日本での治療が必要な在外被爆者に対して、渡日旅費の支給や、病院への受け入れの手配等を行って

いる。 

ウ 現地における健康相談等 

在外被爆者が住んでいる国に専門医等を派遣し、現地において健康相談などを行っている。 

エ 医療費に対する助成 

在外被爆者が住んでいる国で医療機関にかかったときの医療費について、助成を行っている。 

オ 医師等の研修受入、派遣 

在外被爆者が住んでいる国の医師等を受け入れて研修を行っている。また、日本の専門家を在外被爆

者が住んでいる国に派遣して、現地の医師等に対して講習を行っている。 
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２. 他の主要統計調査の実施概要 

国勢調査（平成２７年調査分） （１）

① 調査の対象及び客体 

調査時において、本邦内に常住している者（当該住居に３か月以上にわたって住んでいるか、又は住むこ

とになっている者）を対象に行った。 

本邦内に常住している者は、外国人を含めてすべて調査の対象としたが、次の者は調査から除外した。 

・外国政府の外交使節団・領事機関の構成員（随員を含む。）及びその家族 

・外国軍隊の軍人・軍属及びその家族 

 
② 調査の実施日 

平成27年10月1日 午前零時 

 

③ 調査事項 

・世帯員に関する事項：氏名、男女の別、出生の年月、世帯主との続き柄、配偶の関係、国籍、現住居で

の居住期間、５年前の住居の所在地、就業状態、所属の事業所の名称及び事業の

種類、仕事の種類、従業上の地位、従業地又は通学地 

・世帯に関する事項：世帯の種類、世帯員の数、住居の種類、住宅の建て方 

 
④ 調査の方法 

調査は、調査員又は調査員事務を受託した事業者（以下「調査員等」という。）が、下記の方法により行

った。 

・調査員等は、担当する地域の全ての世帯にインターネット回答の利用案内を配布する。世帯は、９月

10日～20日の期間にインターネット回答を行う。 

・その後、調査員等はインターネット回答のなかった世帯に調査票等を配布する。世帯は、記入した調査

票をそのまま調査員等に提出するか、又は郵送により提出することにより回答を行う。 

ただし、世帯員の不在等の事由により、前述の方法による調査ができなかった世帯については、調査員等

が、当該世帯について「氏名」、「男女の別」及び「世帯員の数」の３項目に限って、その近隣の者に質問す

ることにより調査した。 

 

⑤ 調査の流れ 

総務省統計局 － 都道府県 － 市区町村 － 国勢調査指導員 － 国勢調査員 － 世帯 

 

ただし、マンション等の共同住宅や社会施設等において、調査票の配布・回収等の調査員事務を特定の事

業者に業務委託した方が効率的に調査ができる調査区においては、調査員事務を市町村が当該事業者に委託

して実施することができるものとした。 

 

⑥ 結果の集計及び集計客体 

結果の集計は、独立行政法人統計センターにて実施した。 
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国民生活基礎調査 （２）

① 平成２７年調査分 

ア 調査の対象及び客体 

全国の世帯及び世帯員を対象とし、世帯票については、平成22年国勢調査区のうち後置番号１及び

８から層化無作為抽出した1,106地区内のすべての世帯（約５万９千世帯）及び世帯員（約14万８千

人）を、所得票については、前記の1,106地区に設定された単位区のうち後置番号１から層化無作為抽

出した500単位区内のすべての世帯（約９千世帯）及び世帯員（約２万３千人）を調査客体とした。 

ただし、以下については調査の対象から除外した。 

 

〇世帯票 

次に掲げる、世帯に不在の者 
単身赴任者、出稼ぎ者、長期出張者（おおむね３か月以上）、遊学中の者、社会福祉施設の入所者、 
長期入院者（住民登録を病院に移している者）、預けた里子、収監中の者、その他の別居中の者 

〇所得票 

上記「世帯票」で掲げる不在の者、世帯票調査日以降に転出入した世帯及び世帯員、住み込み又はま

かない付きの寮・寄宿舎に居住する単独世帯 

 

注：１ 「後置番号」とは、国勢調査区の種類を表す番号であり、「１」は一般調査区、「８」はおおむ

ね50人以上の単身者が居住している寄宿舎・寮等のある区域をいう。 

    ２ 「単位区」とは、推計精度の向上、調査員の負担平準化等を図るため、一つの国勢調査区を地

理的に分割したものである。 

 
イ 調査の実施日 

世帯票  ·········· 平成27年6月04日（木） 

所得票  ·········· 平成27年７月16日（木） 

 
ウ 調査の事項 

世帯票；単独世帯の状況、５月中の家計支出総額、世帯主との続柄、性、出生年月、配偶者の有無、 
    医療保険の加入状況、公的年金・恩給の受給状況、公的年金の加入状況、就業状況等 
所得票；前年１年間の所得の種類別金額・課税等の状況、生活意識の状況等 

 
エ 調査の方法 

あらかじめ調査員が配布した調査票に世帯員が自ら記入し、後日、調査員が回収する方法により行っ

た。ただし、所得票については、やむを得ない場合のみ密封回収を行った。 
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調査客体数
（A)

回収客体数
（B)

回収率
（C)＝B/A

集計客体数
（集計不能のものを除いた数）

世　帯　票 59,425世帯　 46,651世帯　 78.5％　 46,634世帯　

所　得　票 9,036世帯　 6,880世帯　 76.1％　 6,706世帯　

オ 調査の系統 

世帯票；厚生労働省－都道府県－（保健所設置市・特別区）－保健所－指導員－調査員－世帯 
所得票；厚生労働省－都道府県－（市・特別区及び福祉事務所を設置する町村）－福祉事務所－指導員

－調査員－世帯 
 

カ 結果の集計及び集計客体 

結果の集計は、厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担当）において行った。 

なお、調査客体数、回収客体数及び集計客体数は次のとおりであった。 

 

 

 

 

 
② 平成２５年調査分（第10回目の大規模調査を実施） 

ア 調査の対象及び客体 

全国の世帯及び世帯員を対象とし、世帯票及び健康票については、平成22年国勢調査区のうち後置

番号１及び８から層化無作為抽出した5,530地区内のすべての世帯（約30万世帯）及び世帯員（約74

万人）を、介護票については、前記の5,530地区内から層化無作為抽出した2,500地区内の介護保険法

の要介護者及び要支援者（約７千人）を、所得票・貯蓄票については、前記の5,530地区に設定された

単位区のうち後置番号１から層化無作為抽出した2,000単位区内のすべての世帯（約４万世帯）及び世

帯員（約９万人）を調査客体とした。  

ただし、以下については調査の対象から除外した。 

 

a) 世帯票・健康票・介護票  

次に掲げる、世帯に不在の者 

単身赴任者、出稼ぎ者、長期出張者（おおむね３か月以上）、遊学中の者、社会福祉施設の入所者、 

長期入院者（住民登録を病院に移している者）、預けた里子、収監中の者、その他の別居中の者 

 

b) 所得票・貯蓄票 

上記「世帯票」で掲げる不在の者、世帯票調査日以降に転出入した世帯及び世帯員、住み込み又はま

かない付きの寮・寄宿舎に居住する単独世帯 

 

注：１ 「後置番号」とは、国勢調査区の種類を表す番号であり、「１」は一般調査区、「８」はおおむね 
       50人以上の単身者が居住している寄宿舎・寮等のある区域をいう。    
注：２ 「単位区」とは、推計精度の向上、調査員の負担平準化等を図るため、一つの国勢調査区を地理 
       的に分割したものである。 
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調査客体数
（A)

回収客体数
（B)

回収率
（C)＝B/A

集計客体数
（集計不能のものを除いた数）

世帯票・健康票 295,367世帯　 235,012世帯　 79.6％　 234,383世帯　

所得票・貯蓄票 36,419世帯　 27,081世帯　 74.4％　 26,387世帯　

介護票 7,270人　 6,463人　 88.9％　 6,342人　

イ 調査の実施日 

世帯票・健康票・介護票 ·············· 平成25年6月06日（木） 

所得票・貯蓄票 ······················ 平成25年７月11日（木） 

 
ウ 調査の事項 

世帯票；単独世帯の状況、５月中の家計支出総額、世帯主との続柄、性、出生年月、配偶者の有無、医

療保険の加入状況、公的年金・恩給の受給状況、公的年金の加入状況、就業状況等 
健康票；自覚症状、通院、日常生活への影響、健康意識、悩みやストレスの状況、こころの状態、健康

診断等の受診状況等 
介護票；介護が必要な者の性別と出生年月、要介護度の状況、介護が必要となった原因、介護サービス

の利用状況、主に介護する者の介護時間、家族等と事業者による主な介護内容等 
所得票；前年１年間の所得の種類別金額・課税等の状況、生活意識の状況等 
貯蓄票；貯蓄現在高、借入金残高等 
 

エ 調査の方法 

あらかじめ調査員が配布した調査票に世帯員が自ら記入し、後日、調査員が回収する方法により行っ

た。ただし、貯蓄票については、密封回収する方法により行い、健康票・所得票については、やむを得

ない場合のみ密封回収を行った。 

 

オ 調査の系統 

世帯票・健康票・介護票；厚生労働省－都道府県－（保健所設置市・特別区）－保健所－指導員－調査

員－世帯 

所得票・貯蓄票；厚生労働省－都道府県－（市・特別区及び福祉事務所を設置する町村）－福祉事務所

－指導員－調査員－世帯 

 

カ 結果の集計及び集計客体 

結果の集計は、厚生労働省大臣官房統計情報部において行った。 

なお、調査客体数、回収客体数及び集計客体数は次のとおりであった。 
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３. 用語解説 

（１）「世帯」 住居及び生計を共にする者の集まり又は独立して住居を維持し、若しくは独立して生計を営む単身

者をいう。 
 

（２）「要介護度」 「要介護認定等にかかる介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成 18

年３月14日厚生労働省令第32号）」に定められている「要介護認定等基準時間」により分類

されたものをいう。 

要介護認定等基準時間の分類 

・直接生活介助－入浴、排せつ、食事等の介護 

・間接生活介助－洗濯、掃除等の家事援助等 

・ＢＰＳＤ関連行為－徘徊に対する探索、不潔な行為に対する後始末等 

・機能訓練関連行為－歩行訓練、日常生活訓練等の機能訓練 

・医療関連行為－輸液の管理、じょく瘡の処置等の診療の補助等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※平成２５年国民生活基礎調査「用語の解説」より抜粋 

 

  

要支援１ 上記５分野の要介護認定等基準時間が25分以上32分未満である状態又はこれに相当する状態

要支援２
要支援状態の継続見込期間にわたり継続して常時介護を要する状態の軽減又は悪化の防止に
特に資する支援を要すると見込まれ、上記５分野の要介護認定等基準時間が32分以上50分未
満である状態又はこれに相当する状態

要介護１ 上記５分野の要介護認定等基準時間が32分以上50分未満である状態又はこれに相当する状態

要介護２ 上記５分野の要介護認定等基準時間が50分以上70分未満である状態又はこれに相当する状態

要介護３ 上記５分野の要介護認定等基準時間が70分以上90分未満である状態又はこれに相当する状態

要介護４ 上記５分野の要介護認定等基準時間が90分以上110分未満である状態又はこれに相当する状態

要介護５ 上記５分野の要介護認定等基準時間が110分以上である状態又はこれに相当する状態
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４. 平成２７年度原子爆弾被爆者実態調査調査票 

国内用 （１）
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国外用 （２）
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南米用 （３）
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